
障害者福祉ガイド 2019年版  附録 
社会保険研究所  

 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 
（昭和25年5月1日法律第123号） 

（最終改正；平成30年6月27日法律第66号） 

第１章 総則 
 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行令〔令〕 
（昭和25年5月23日政令第155号） 

（最終改正：平成30年10月17日政令第291号） 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行規則〔則〕 
（昭和25年6月24日厚生省令第31号） 

（最終改正:令和元年6月28日厚生労働省令第21号） 

（この法律の目的） 

第1条 この法律は，精神障害者の医療及び保護を行い，障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成17年法律第123号）と相まってその社会復帰の

促進及びその自立と社会経済活動への参加の促進のため

に必要な援助を行い，並びにその発生の予防その他国民の

精神的健康の保持及び増進に努めることによって，精神障

害者の福祉の増進及び国民の精神保健の向上を図ること

を目的とする。 

（国及び地方公共団体の義務） 

第2条 国及び地方公共団体は，障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律の規定による自立支

援給付及び地域生活支援事業と相まって，医療施設及び教

育施設を充実する等精神障害者の医療及び保護並びに保

健及び福祉に関する施策を総合的に実施することによっ

て精神障害者が社会復帰をし，自立と社会経済活動への参

加をすることができるように努力するとともに，精神保健

に関する調査研究の推進及び知識の普及を図る等精神障

害者の発生の予防その他国民の精神保健の向上のための

施策を講じなければならない。 

（国民の義務） 

第3条 国民は，精神的健康の保持及び増進に努めるととも

に，精神障害者に対する理解を深め，及び精神障害者がそ

の障害を克服して社会復帰をし，自立と社会経済活動への

参加をしようとする努力に対し，協力するように努めなけ

ればならない。 

（精神障害者の社会復帰，自立及び社会参加への配慮） 

第4条 医療施設の設置者は，その施設を運営するに当たっ

ては，精神障害者の社会復帰の促進及び自立と社会経済活
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動への参加の促進を図るため，当該施設において医療を受

ける精神障害者が，障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律第5条第1項に規定する障害福祉

サービスに係る事業（以下「障害福祉サービス事業」とい

う。），同条第18項に規定する一般相談支援事業（以下「一

般相談支援事業」という。）その他の精神障害者の福祉に

関する事業に係るサービスを円滑に利用することができ

るように配慮し，必要に応じ，これらの事業を行う者と連

携を図るとともに，地域に即した創意と工夫を行い，及び

地域住民等の理解と協力を得るように努めなければなら

ない。 

２ 国，地方公共団体及び医療施設の設置者は，精神障害者

の社会復帰の促進及び自立と社会経済活動への参加の促

進を図るため，相互に連携を図りながら協力するよう努め

なければならない。 

（定義） 

第5条 この法律で「精神障害者」とは，統合失調症，精神

作用物質による急性中毒又はその依存症，知的障害，精神

病質その他の精神疾患を有する者をいう。 

 

第2章 精神保健福祉センター 
（精神保健福祉センター） 

第6条 都道府県は，精神保健の向上及び精神障害者の福祉

の増進を図るための機関（以下「精神保健福祉センター」

という。）を置くものとする。 

２ 精神保健福祉センターは，次に掲げる業務を行うものと

する。 

一 精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及

を図り，及び調査研究を行うこと。 

二 精神保健及び精神障害者の福祉に関する相談及び指

導のうち複雑又は困難なものを行うこと。 

三 精神医療審査会の事務を行うこと。 

四 第45条第1項の申請に対する決定及び障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律第52条

第1項に規定する支給認定（精神障害者に係るものに限

る。）に関する事務のうち専門的な知識及び技術を必要

とするものを行うこと。 

五 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第22条第2項又は第51条の7第2項の規定によ

り，市町村（特別区を含む。第47条第3項及び第4項を除

き，以下同じ。）が同法第22条第1項又は第51条の7第1

項の支給の要否の決定を行うに当たり意見を述べるこ

と。 

六 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第26条第1項又は第51条の11の規定により，

市町村に対し技術的事項についての協力その他必要な

援助を行うこと。 

 

（国の補助） 

第7条 国は，都道府県が前条の施設を設置したときは，政

〔令〕第1条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以

下「法」という。）第7条の規定による国庫の補助は，各
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令の定めるところにより，その設置に要する経費について

は2分の1，その運営に要する経費については3分の1を補助

する。 

（条例への委任） 

第8条 この法律に定めるもののほか，精神保健福祉センタ

ーに関して必要な事項は，条例で定める。 

 

年度において都道府県が精神保健福祉センターの設置の

ために支出した費用の額及び運営のために支出した費用

のうち次に掲げる事業に係るもの（職員の給与費を除く。）

の額から，その年度における事業に伴う収入その他の収入

の額を控除した精算額につき，厚生労働大臣が総務大臣及

び財務大臣と協議して定める算定基準に従って行うもの

とする。 

一 児童及び精神作用物質（アルコールに限る。）の依存

症を有する者の精神保健の向上に関する事業 

二 精神障害者の社会復帰の促進に関する事業 

２ 前項の規定により控除しなければならない金額がその

年度において都道府県が支出した費用の額を超過したと

きは，その超過額は，後年度における支出額から同項の規

定による控除額と併せて控除する。 

第3章 地方精神保健福祉審議会及び精神医療審

査会 
（地方精神保健福祉審議会） 

第9条 精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項を調査

審議させるため，都道府県は，条例で，精神保健福祉に関

する審議会その他の合議制の機関（以下「地方精神保健福

祉審議会」という。）を置くことができる。 

２ 地方精神保健福祉審議会は，都道府県知事の諮問に答え

るほか，精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項に関

して都道府県知事に意見を具申することができる。 

３ 前2項に定めるもののほか，地方精神保健福祉審議会の

組織及び運営に関し必要な事項は，都道府県の条例で定め

る。 

第10条 削除 

第11条 削除 

 

（精神医療審査会） 

第12条 第38条の3第2項（同条第6項において準用する場合

を含む。）及び第38条の5第2項の規定による審査を行わせ

るため，都道府県に，精神医療審査会を置く。 

（委員） 

第13条 精神医療審査会の委員は，精神障害者の医療に関し

学識経験を有する者（第18条第1項に規定する精神保健指

定医である者に限る。），精神障害者の保健又は福祉に関

し学識経験を有する者及び法律に関し学識経験を有する

者のうちから，都道府県知事が任命する。 

２ 委員の任期は，2年（委員の任期を2年を超え3年以下の

期間で都道府県が条例で定める場合にあっては，当該条例

で定める期間）とする。 

（審査の案件の取扱い） 

第14条 精神医療審査会は，その指名する委員5人をもって

構成する合議体で，審査の案件を取り扱う。 

２ 合議体を構成する委員は，次の各号に掲げる者とし，そ

の員数は，当該各号に定める員数以上とする。 

〔令〕第2条 精神医療審査会（以下「審査会」という。）

に会長を置き，委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は，会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは，あらかじめ委員のうちから互

選された者が，その職務を行う。 

４ 審査会は，会長が招集する。 

５ 審査会は，委員の過半数が出席しなければ，議事を開き，

議決することができない。 

６ 審査会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同

数のときは，会長の決するところによる。 

７ 審査の案件を取り扱う合議体に長を置き，合議体を構成

する委員の互選によってこれを定める。 

８ 合議体は，精神障害者の医療に関し学識経験を有する者

のうちから任命された委員，精神障害者の保健又は福祉に

関し学識経験を有する者のうちから任命された委員及び

法律に関し学識経験を有する者のうちから任命された委

員がそれぞれ1人出席しなければ，議事を開き，議決する

ことができない。 
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一 精神障害者の医療に関し学識経験を有する者 2 

二 精神障害者の保健又は福祉に関し学識経験を有する

者 1 

三 法律に関し学識経験を有する者 1 

（政令への委任） 

第15条 この法律で定めるもののほか，精神医療審査会に関

し必要な事項は，政令で定める。 

第16条 削除 

第17条 削除 

９ 合議体の議事は，出席した委員の過半数で決する。 

10 前各項に定めるもののほか，審査会の運営に関し必要な

事項は，審査会が定める。 

第4章 精神保健指定医，登録研修機関，精神科病
院及び精神科救急医療体制 

第1節 精神保健指定医 

（精神保健指定医） 

第18条 厚生労働大臣は，その申請に基づき，次に該当する

医師のうち第19条の4に規定する職務を行うのに必要な知

識及び技能を有すると認められる者を，精神保健指定医

（以下「指定医」という。）に指定する。 

一 5年以上診断又は治療に従事した経験を有すること。 

二 3年以上精神障害の診断又は治療に従事した経験を有

すること。 

三 厚生労働大臣が定める精神障害につき厚生労働大臣

が定める程度の診断又は治療に従事した経験を有する

こと。 

四 厚生労働大臣の登録を受けた者が厚生労働省令で定

めるところにより行う研修（申請前1年以内に行われた

ものに限る。）の課程を修了していること。 

２ 厚生労働大臣は，前項の規定にかかわらず，第19条の2

第1項又は第2項の規定により指定医の指定を取り消され

た後5年を経過していない者その他指定医として著しく不

適当と認められる者については，前項の指定をしないこと

ができる。 

３ 厚生労働大臣は，第1項第三号に規定する精神障害及び

その診断又は治療に従事した経験の程度を定めようとす

るとき，同項の規定により指定医の指定をしようとすると

き又は前項の規定により指定医の指定をしないものとす

るときは，あらかじめ，医道審議会の意見を聴かなければ

ならない。 

（指定後の研修） 

第19条 指定医は，5の年度（毎年4月1日から翌年3月31日ま

でをいう。以下この条において同じ。）ごとに厚生労働大

臣が定める年度において，厚生労働大臣の登録を受けた者

が厚生労働省令で定めるところにより行う研修を受けな

ければならない。 

２ 前条第1項の規定による指定は，当該指定を受けた者が

前項に規定する研修を受けなかったときは，当該研修を受

けるべき年度の終了の日にその効力を失う。ただし，当該

 

〔令〕第2条の2 精神保健指定医（以下「指定医」という。）

の指定を受けようとする者は，申請書に厚生労働省令で定

める書類を添え，住所地の都道府県知事を経由して，これ

を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

〔則〕第1条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行令（昭和25年政令第155号。以下「令」という。）第2条

の2の厚生労働省令で定める書類は，次のとおりとする。 

一 履歴書 

二 医師免許証の写し 

三 5年以上診断又は治療に従事した経験を有することを

証する書面 

四 3年以上精神障害の診断又は治療に従事した経験を有

することを証する書面 

五 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年

法律第123号。以下「法」という。）第18条第1項第三号

に規定する厚生労働大臣が定める精神障害につき厚生

労働大臣が定める程度の診断又は治療に従事した経験

を有することを証する書面 

六 法第18条第1項第四号に規定する研修の課程を修了し

たことを証する書面 

２ 法第19条第2項の規定により同項に規定する指定の効力

が失われた日から起算して1年を超えない期間に法第18条

第1項の申請を行う場合においては，令第2条の2の厚生労

働省令で定める書類は，前項の規定にかかわらず，同項第

一号，第二号及び第六号に掲げる書類並びに当該効力が失

われた指定に係る指定医証とする。 

〔令〕第2条の2の2 厚生労働大臣は，法第18条第1項の指定

をしたときは，厚生労働省令で定めるところにより，当該

指定を受けた者に，住所地の都道府県知事を経由して指定

医証を交付しなければならない。 

〔則〕第1条の2 令第2条の2の2の指定医証の様式は，別記

様式第一号によるものとする。 

〔令〕第2条の2の3 指定医は，指定医証の記載事項に変更

を生じたときは，その書換交付を申請することができる。 
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研修を受けなかったことにつき厚生労働省令で定めるや

むを得ない理由が存すると厚生労働大臣が認めたときは，

この限りでない。 

 

２ 指定医は，指定医証を破損し，汚し，又は失ったときは，

その再交付を申請することができる。 

３ 前2項の申請をしようとする者は，申請書に厚生労働省

令で定める書類を添え，住所地の都道府県知事を経由し

て，これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 

４ 指定医は，指定医証の再交付を受けた後，失った指定医

証を発見したときは，直ちにその住所地の都道府県知事を

経由して，厚生労働大臣にこれを返納しなければならな

い。 

〔令〕第2条の2の5 法第19条第2項ただし書の規定による厚

生労働大臣の認定を受けようとする者は，申請書に厚生労

働省令で定める書類を添え，住所地の都道府県知事を経由

して，これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 

〔則〕第1条の3 令第2条の2の5の厚生労働省令で定める書

類は，法第19条第1項の研修を受けなかったことにつきや

むを得ない理由が存することを証する書類とする。 

〔則〕第2条 法第18条第1項第四号及び第19条第1項に規定

する研修（次項及び第4条を除き，以下「研修」という。）

の課程は，法別表のとおりとする。 

２ 法第19条第2項の規定により同項に規定する指定の効力

が失われた日から起算して1年を超えない期間に法第18条

第1項の申請を行う場合においては，法第18条第1項第四号

に規定する研修の課程は，前項の規定にかかわらず，法別

表第19条第1項に規定する研修の課程の時間数によるもの

とする。 

〔則〕第3条 研修の実施者は，その研修の課程を修了した

者に対して，研修の課程を修了したことを証する書面（以

下「研修課程修了証」という。）を交付するものとする。 

〔則〕第4条 法第19条第2項の厚生労働省令で定めるやむを

得ない理由は，同条第1項の研修を受けるべき年度におい

て実施されるいずれの研修をも受けることができないこ

とについて，災害，傷病，長期の海外渡航その他の事由が

あることとする。 

○「厚生労働大臣が定める精神障害」・「厚生労働大臣が定

める程度の診断」＝精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第18条第1項第三号の規定に基づき厚生労働大臣が定

める精神障害及び程度（昭和63年厚生省告示第124号） 

○「厚生労働大臣が定める年度」＝精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第19条第1項の規定に基づき厚生労働大

臣が定める精神保健指定医が研修を受けなければならな

い年度（平成8年厚生省告示第89号） 

（指定の取消し等） 

第19条の2 指定医がその医師免許を取り消され，又は期間

を定めて医業の停止を命ぜられたときは，厚生労働大臣

は，その指定を取り消さなければならない。 

２ 指定医がこの法律若しくはこの法律に基づく命令に違

反したとき又はその職務に関し著しく不当な行為を行っ

たときその他指定医として著しく不適当と認められると

きは，厚生労働大臣は，その指定を取り消し，又は期間を

定めてその職務の停止を命ずることができる。 

〔令〕第2条の2の4 指定医は，法第19条の2第1項の規定に

よりその指定を取り消され，又は同条第2項の規定により

その指定を取り消され若しくは職務の停止を命じられた

ときは，直ちにその住所地の都道府県知事を経由して，厚

生労働大臣に指定医証を返納しなければならない。 
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３ 厚生労働大臣は，前項の規定による処分をしようとする

ときは，あらかじめ，医道審議会の意見を聴かなければな

らない。 

４ 都道府県知事は，指定医について第2項に該当すると思

料するときは，その旨を厚生労働大臣に通知することがで

きる。 

第19条の3 削除 

（職務） 

第19条の4 指定医は，第21条第3項及び第29条の5の規定に

より入院を継続する必要があるかどうかの判定，第33条第

1項及び第33条の7第1項の規定による入院を必要とするか

どうか及び第20条の規定による入院が行われる状態にな

いかどうかの判定，第36条第3項に規定する行動の制限を

必要とするかどうかの判定，第38条の2第1項（同条第2項

において準用する場合を含む。）に規定する報告事項に係

る入院中の者の診察並びに第40条の規定により一時退院

させて経過を見ることが適当かどうかの判定の職務を行

う。 

２ 指定医は，前項に規定する職務のほか，公務員として，

次に掲げる職務を行う。 

一 第29条第1項及び第29条の2第1項の規定による入院を

必要とするかどうかの判定 

二 第29条の2の2第3項（第34条第4項において準用する場

合を含む。）に規定する行動の制限を必要とするかどう

かの判定 

三 第29条の4第2項の規定により入院を継続する必要が

あるかどうかの判定 

四 第34条第1項及び第3項の規定による移送を必要とす

るかどうかの判定 

五 第38条の3第3項（同条第6項において準用する場合を

含む。）及び第38条の5第4項の規定による診察 

六 第38条の6第1項の規定による立入検査，質問及び診察 

七 第38条の7第2項の規定により入院を継続する必要が

あるかどうかの判定 

八 第45条の2第4項の規定による診察 

３ 指定医は，その勤務する医療施設の業務に支障がある場

合その他やむを得ない理由がある場合を除き，前項各号に

掲げる職務を行うよう都道府県知事から求めがあった場

合には，これに応じなければならない。 

（診療録の記載義務） 

第19条の4の2 指定医は，前条第1項に規定する職務を行っ

たときは，遅滞なく，当該指定医の氏名その他厚生労働省

令で定める事項を診療録に記載しなければならない。 

 

〔則〕第4条の2 法第19条の4の2の厚生労働省令で定める事

項は，次の各号に掲げる記載の区分に応じ，それぞれ当該

各号に定める事項とする。 

一 法第21条第3項の規定により入院を継続する必要があ

るかどうかの判定に係る記載 

イ 法第21条第3項の規定による措置を採った年月日及

び時刻並びに解除した年月日及び時刻 

ロ 当該措置を採ったときの症状 

二 法第29条の5の規定により入院を継続する必要がある

かどうかの判定に係る記載 

イ 入院後の症状又は状態像の経過の概要 
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ロ 今後の治療方針 

三 法第33条第1項又は第3項の規定による入院を必要と

するかどうか及び法第20条の規定による入院が行われ

る状態にないかどうかの判定に係る記載 

イ 法第33条第1項又は第3項の規定による措置を採っ

たときの症状 

ロ 法第20条の規定による入院が行われる状態にない

と判定した理由 

四 法第33条の7第1項の規定による入院を必要とするか

どうか及び法第20条の規定による入院が行われる状態

にないかどうかの判定に係る記載 

イ 法第33条の7第1項の規定による措置を採った年月

日及び時刻並びに解除した年月日及び時刻 

ロ 当該措置を採ったときの症状 

ハ 法第20条の規定による入院が行われる状態にない

と判定した理由 

五 法第36条第3項に規定する行動の制限を必要とするか

どうかの判定に係る記載 

イ 法第36条第3項の規定による指定医（法第18条第1項

に規定する指定医をいう。以下同じ。）が必要と認め

て行った行動の制限の内容 

ロ 当該行動の制限を開始した年月日及び時刻並びに

解除した年月日及び時刻 

ハ 当該行動の制限を行ったときの症状 

六 法第38条の2第1項に規定する報告事項に係る入院中

の者の診察に係る記載 

イ 症状 

ロ 過去6月間の病状又は状態像の経過の概要 

ハ 生活歴及び現病歴 

ニ 今後の治療方針 

七 法第38条の2第2項において準用する同条第1項に規定

する報告事項に係る入院中の者の診察に係る記載 

イ 過去12月間の病状又は状態像の経過の概要 

ロ 前号イ，ハ及びニに掲げる事項 

八 法第40条の規定により一時退院させて経過を見る

ことが適当かどうかの判定に係る記載 第二号に掲

げる事項 

（指定医の必置） 

第19条の5 第29条第1項，第29条の2第1項，第33条第1項，

第3項若しくは第4項又は第33条の7第1項若しくは第2項の

規定により精神障害者を入院させている精神科病院（精神

科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含

む。第19条の10を除き，以下同じ。）の管理者は，厚生労

働省令で定めるところにより，その精神科病院に常時勤務

する指定医（第19条の2第2項の規定によりその職務を停止

されている者を除く。第53条第1項を除き，以下同じ。）

を置かなければならない。 

（政令及び省令への委任） 

第19条の6 この法律に規定するもののほか，指定医の指定

に関して必要な事項は政令で，第18条第1項第四号及び第

〔則〕第4条の3 法第19条の5に規定する精神科病院（精神

科病院以外の病院で精神病室が設けられているものを含

む。以下同じ。）に常時勤務する指定医は，1日に8時間以

上，かつ，1週間に4日以上当該精神科病院において精神障

害の診断又は治療に従事する者でなければならない。 
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19条第1項の規定による研修に関して必要な事項は厚生労

働省令で定める。 

第2節 登録研修機関 

（登録） 

第19条の6の2 第18条第1項第四号又は第19条第1項の登録

（以下この節において「登録」という。）は，厚生労働省

令で定めるところにより，第18条第1項第四号又は第19条

第1項の研修（以下この節において「研修」という。）を

行おうとする者の申請により行う。 

（欠格条項） 

第19条の6の3 次の各号のいずれかに該当する者は，登録を

受けることができない。 

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又は障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律若しくは同法に基づく命令に違反し，罰金以上の刑に

処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることが

なくなった日から2年を経過しない者 

二 第19条の6の13の規定により登録を取り消され，その

取消しの日から2年を経過しない者 

三 法人であって，その業務を行う役員のうちに前2号の

いずれかに該当する者があるもの 

（登録基準） 

第19条の6の4 厚生労働大臣は，第19条の6の2の規定により

登録を申請した者が次に掲げる要件のすべてに適合して

いるときは，その登録をしなければならない。 

一 別表の第一欄に掲げる科目を教授し，その時間数が同

表の第三欄又は第四欄に掲げる時間数以上であること。 

二 別表の第二欄で定める条件に適合する学識経験を有

する者が前号に規定する科目を教授するものであるこ

と。 

２ 登録は，研修機関登録簿に登録を受ける者の氏名又は名

称，住所，登録の年月日及び登録番号を記載してするもの

とする。 

 

〔則〕第4条の4 法第19条の6の2の登録の申請をしようとす

る者は，次に掲げる事項を記載した申請書を厚生労働大臣

に提出しなければならない。 

一 氏名及び住所（法人にあっては，その名称，主たる事

務所の所在地及び代表者の氏名） 

二 研修の業務を行おうとする事務所の名称及び所在地 

三 研修の業務を開始しようとする年月日 

四 研修の種類 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければな

らない。 

一 申請者が法人である場合は，その定款又は寄附行為及

び登記事項証明書 

二 申請者が個人である場合は，その住民票の写し 

三 申請者が法第19条の6の3各号の規定に該当しないこ

とを説明した書面 

四 次の事項を記載した書面 

イ 申請者が法人である場合は，その役員の氏名及び略

歴 

ロ 研修の業務を管理する者の氏名及び略歴 

五 研修の業務を開始する初年度の研修計画（法第19条の

6の6第1項に規定する研修計画をいう。）を記載した書

面 

 

（登録の更新） 

第19条の6の5 登録は，5年ごとにその更新を受けなければ，

その期間の経過によって，その効力を失う。 

２ 前3条の規定は，前項の登録の更新について準用する。 

（研修の実施義務） 

第19条の6の6 登録を受けた者（以下「登録研修機関」とい

う。）は，正当な理由がある場合を除き，毎事業年度，研

修の実施に関する計画（以下「研修計画」という。）を作

成し，研修計画に従って研修を行わなければならない。 

２ 登録研修機関は，公正に，かつ，第18条第1項第四号又

は第19条第1項の厚生労働省令で定めるところにより研修

を行わなければならない。 

３ 登録研修機関は，毎事業年度の開始前に，第1項の規定

により作成した研修計画を厚生労働大臣に届け出なけれ

ばならない。これを変更しようとするときも，同様とする。 

（変更の届出） 

〔則〕第4条の5 前条〔前記第4条の4〕の規定は，法第19条

の6の5第1項の登録の更新について準用する。 

 

- 8 -



精神障害者福祉法 

 
 

第19条の6の7 登録研修機関は，その氏名若しくは名称又は

住所を変更しようとするときは，変更しようとする日の2

週間前までに，その旨を厚生労働大臣に届け出なければな

らない。 

（業務規程） 

第19条の6の8 登録研修機関は，研修の業務に関する規程

（以下「業務規程」という。）を定め，研修の業務の開始

前に，厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変

更しようとするときも，同様とする。 

 

２ 業務規程には，研修の実施方法，研修に関する料金その

他の厚生労働省令で定める事項を定めておかなければな

らない。 

（業務の休廃止） 

第19条の6の9 登録研修機関は，研修の業務の全部又は一部

を休止し，又は廃止しようとするときは，厚生労働省令で

定めるところにより，あらかじめ，その旨を厚生労働大臣

に届け出なければならない。 

 

〔則〕第4条の6 法第19条の6の8第2項の厚生労働省令で定

める事項は，次のとおりとする。 

一 研修の実施方法 

二 研修に関する料金 

三 前号の料金の収納の方法に関する事項 

四 研修課程修了証の発行に関する事項 

五 研修の業務に関して知り得た秘密の保持に関する事

項 

六 研修の業務に関する帳簿及び書類の保存に関する事

項 

七 法第19条の6の10第2項第二号及び第四号の請求に係

る費用に関する事項 

八 その他研修の業務の実施に関し必要な事項 

〔則〕第4条の7 法第19条の6の6第1項に規定する登録研修

機関（以下「登録研修機関」という。）は，法第19条の6

の9の届出をしようとするときは，次の事項を記載した書

面を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 休止し，又は廃止しようとする研修の業務の範囲 

二 休止し，又は廃止しようとする年月日 

三 休止又は廃止の理由 

四 休止しようとする場合にあっては，休止の予定期間 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第19条の6の10 登録研修機関は，毎事業年度経過後3月以内

に，当該事業年度の財産目録，貸借対照表及び損益計算書

又は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁

的記録（電子的方式，磁気的方式その他の人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であっ

て，電子計算機による情報処理の用に供されるものをい

う。以下同じ。）の作成がされている場合における当該電

磁的記録を含む。次項及び第57条において「財務諸表等」

という。）を作成し，5年間事務所に備えて置かなければ

ならない。 

 

２ 研修を受けようとする者その他の利害関係人は，登録研

修機関の業務時間内は，いつでも，次に掲げる請求をする

ことができる。ただし，第二号又は第四号の請求をするに

は，登録研修機関の定めた費用を支払わなければならな

い。 

一 財務諸表等が書面をもって作成されているときは，当

該書面の閲覧又は謄写の請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもって作成されていると

〔則〕第4条の8 法第19条の6の10第2項第三号の厚生労働省

令で定める方法は，当該電磁的記録に記録された事項を紙

面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。 

〔則〕第4条の9 法第19条の6の10第2項第四号の厚生労働省

令で定める電磁的方法は，次に掲げるいずれかの方法とす

る。 

一 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係

る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処

理組織を使用する方法であって，当該電気通信回線を通
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きは，当該電磁的記録に記録された事項を厚生労働省令

で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請

求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法で

あって厚生労働省令で定めるものにより提供すること

の請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

（適合命令） 

第19条の6の11 厚生労働大臣は，登録研修機関が第19条の6

の4第1項各号のいずれかに適合しなくなったと認めると

きは，その登録研修機関に対し，これらの規定に適合する

ため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

（改善命令） 

第19条の6の12 厚生労働大臣は，登録研修機関が第19条の6

の6第1項又は第2項の規定に違反していると認めるとき

は，その登録研修機関に対し，研修を行うべきこと又は研

修の実施方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。 

（登録の取消し等） 

第19条の6の13 厚生労働大臣は，登録研修機関が次の各号

のいずれかに該当するときは，その登録を取り消し，又は

期間を定めて研修の業務の全部若しくは一部の停止を命

ずることができる。 

一 第19条の6の3第一号又は第三号に該当するに至った

とき。 

二 第19条の6の6第3項，第19条の6の7，第19条の6の8，

第19条の6の9，第19条の6の10第1項又は次条の規定に違

反したとき。 

三 正当な理由がないのに第19条の6の10第2項各号の規

定による請求を拒んだとき。 

四 第19条の6の11又は前条の規定による命令に違反した

とき。 

五 不正の手段により登録を受けたとき。 

じて情報が送信され，受信者の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに当該情報が記録されるもの 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の

情報を確実に記録しておくことができる物をもって調

製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

２ 前項各号に掲げる方法は，受信者がファイルへの記録を

出力することによる書面を作成できるものでなければな

らない。 

（帳簿の備付け） 

第19条の6の14 登録研修機関は，厚生労働省令で定めると

ころにより，帳簿を備え，研修に関し厚生労働省令で定め

る事項を記載し，これを保存しなければならない。 

 

〔則〕第4条の10 登録研修機関は，研修を行ったときは，

当該研修が終了した日の属する月の翌月末日までに，受講

申込者数及び受講者数を記載した研修結果報告書並びに

研修の修了者の氏名，生年月日，住所，勤務先の名称及び

所在地，修了年月日，研修課程修了証の番号及び修了した

研修の種類を記載した研修修了者一覧表を厚生労働大臣

に提出しなければならない。 

〔則〕第4条の11 登録研修機関は，研修を行ったときは，

研修の修了者の氏名，生年月日，住所，勤務先の名称及び

所在地，修了年月日，研修課程修了証の番号及び修了した

研修の種類を記載した帳簿を作成し，研修の業務を廃止す

るまで保存しなければならない。 

〔則〕第4条の12 登録研修機関は，前条に規定する帳簿に

記載された者であって指定医に指定されたものに対し，当

該者が法第19条第1項に規定する研修を受けるべき年度

に，あらかじめ，当該研修を受けなければならないことを

通知しなければならない。 

２ 指定医は，法第18条第1項の申請の日以降にその住所を
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変更したときは，速やかに，その旨を地方厚生局長に届け

出なければならない。 

（厚生労働大臣による研修業務の実施） 

第19条の6の15 厚生労働大臣は，登録を受ける者がいない

とき，第19条の6の9の規定による研修の業務の全部又は一

部の休止又は廃止の届出があったとき，第19条の6の13の

規定により登録を取り消し，又は登録研修機関に対し研修

の業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき，登録研修

機関が天災その他の事由により研修の業務の全部又は一

部を実施することが困難となったときその他必要がある

と認めるときは，当該研修の業務の全部又は一部を自ら行

うことができる。 

２ 前項の規定により厚生労働大臣が行う研修を受けよう

とする者は，実費を勘案して政令で定める金額の手数料を

納付しなければならない。 

３ 厚生労働大臣が第1項の規定により研修の業務の全部又

は一部を自ら行う場合における研修の業務の引継ぎその

他の必要な事項については，厚生労働省令で定める。 

（報告の徴収及び立入検査） 

第19条の6の16 厚生労働大臣は，研修の業務の適正な運営

を確保するために必要な限度において，登録研修機関に対

し，必要と認める事項の報告を求め，又は当該職員に，そ

の事務所に立ち入り，業務の状況若しくは帳簿書類その他

の物件を検査させることができる。 

〔則〕第4条の13 登録研修機関は，法第19条の6の15第1項

の規定により厚生労働大臣が研修の業務の全部又は一部

を自ら行う場合には，次に掲げる事項を行わなければなら

ない。 

一 研修の業務の厚生労働大臣への引継ぎ 

二 研修の業務に関する帳簿及び書類の厚生労働大臣へ

の引継ぎ 

三 その他厚生労働大臣が必要と認める事項 

２ 前項の規定により立入検査を行う当該職員は，その身分

を示す証票を携帯し，関係者の請求があったときは，これ

を提示しなければならない。 

３ 第1項の規定による権限は，犯罪捜査のために認められ

たものと解釈してはならない。 

（公示） 

第19条の6の17 厚生労働大臣は，次の場合には，その旨を

公示しなければならない。 

一 登録をしたとき。 

二 第19条の6の7の規定による届出があったとき。 

三 第19条の6の9の規定による届出があったとき。 

四 第19条の6の13の規定により登録を取り消し，又は研

修の業務の停止を命じたとき。 

五 第19条の6の15の規定により厚生労働大臣が研修の業

務の全部若しくは一部を自ら行うものとするとき，又は

自ら行っていた研修の業務の全部若しくは一部を行わ

ないこととするとき。 

第3節 精神科病院 

（都道府県立精神科病院） 

第19条の7 都道府県は，精神科病院を設置しなければなら

ない。ただし，次条の規定による指定病院がある場合にお

いては，その設置を延期することができる。 

２ 都道府県又は都道府県及び都道府県以外の地方公共団

体が設立した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平

成15年法律第118号）第2条第1項に規定する地方独立行政

〔則〕第4条の14 法第19条の6の16第2項に規定する当該職

員の身分を示す証票は，別記様式第二号によらなければな

らない。 

- 11 -



障害者福祉ガイド 2019年版 

 
 

法人をいう。次条において同じ。）が精神科病院を設置し

ている場合には，当該都道府県については，前項の規定は，

適用しない。 

（指定病院） 

第19条の8 都道府県知事は，国，都道府県並びに都道府県

又は都道府県及び都道府県以外の地方公共団体が設立し

た地方独立行政法人（以下「国等」という。）以外の者が

設置した精神科病院であって厚生労働大臣の定める基準

に適合するものの全部又は一部を，その設置者の同意を得

て，都道府県が設置する精神科病院に代わる施設（以下「指

定病院」という。）として指定することができる。 

（指定の取消し） 

第19条の9 都道府県知事は，指定病院が，前条の基準に適

合しなくなったとき，又はその運営方法がその目的遂行の

ために不適当であると認めたときは，その指定を取り消す

ことができる。 

２ 都道府県知事は，前項の規定によりその指定を取り消そ

うとするときは，あらかじめ，地方精神保健福祉審議会（地

方精神保健福祉審議会が置かれていない都道府県にあっ

ては，医療法（昭和23年法律第205号）第72条第1項に規定

する都道府県医療審議会）の意見を聴かなければならな

い。 

３ 厚生労働大臣は，第1項に規定する都道府県知事の権限

に属する事務について，指定病院に入院中の者の処遇を確

保する緊急の必要があると認めるときは，都道府県知事に

対し同項の事務を行うことを指示することができる。 

 

 

 

 

○「厚生労働大臣の定める基準」＝精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第19条の8の規定に基づき厚生労働大臣

の定める指定病院の基準（平成8年厚生省告示第90号） 

（国の補助） 

第19条の10 国は，都道府県が設置する精神科病院及び精神

科病院以外の病院に設ける精神病室の設置及び運営に要

する経費（第30条第1項の規定により都道府県が負担する

費用を除く。次項において同じ。）に対し，政令の定める

ところにより，その2分の1を補助する。 

２ 国は，営利を目的としない法人が設置する精神科病院及

び精神科病院以外の病院に設ける精神病室の設置及び運

営に要する経費に対し，政令の定めるところにより，その

2分の1以内を補助することができる。 

第4節 精神科救急医療の確保 

第19条の11 都道府県は，精神障害の救急医療が適切かつ効

率的に提供されるように，夜間又は休日において精神障害

の医療を必要とする精神障害者又はその第33条第2項に規

定する家族等その他の関係者からの相談に応ずること，精

神障害の救急医療を提供する医療施設相互間の連携を確

保することその他の地域の実情に応じた体制の整備を図

るよう努めるものとする。 

２ 都道府県知事は，前項の体制の整備に当たっては，精神

科病院その他の精神障害の医療を提供する施設の管理者，

当該施設の指定医その他の関係者に対し，必要な協力を求

めることができる。 

〔令〕第2条の3 法第19条の10第1項の規定による国庫の補

助は，各年度において都道府県が精神科病院及び精神科病

院以外の病院に設ける精神病室の設置及び運営のために

支出した費用（法第30条第1項の規定により都道府県が負

担する費用を除く。）の額から，その年度における事業に

伴う収入その他の収入の額を控除した精算額につき，厚生

労働大臣が総務大臣及び財務大臣と協議して定める算定

基準に従って行うものとする。 

２ 第1条第2項の規定〔法第7条関係〕は，前項の場合に準

用する。 
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第5章 医療及び保護 

第1節 任意入院 

第20条 精神科病院の管理者は，精神障害者を入院させる場

合においては，本人の同意に基づいて入院が行われるよう

に努めなければならない。 

 

第21条 精神障害者が自ら入院する場合においては，精神科

病院の管理者は，その入院に際し，当該精神障害者に対し

て第38条の4の規定による退院等の請求に関することその

他厚生労働省令で定める事項を書面で知らせ，当該精神障

害者から自ら入院する旨を記載した書面を受けなければ

ならない。 

２ 精神科病院の管理者は，自ら入院した精神障害者（以下

「任意入院者」という。）から退院の申出があった場合に

おいては，その者を退院させなければならない。 

３ 前項に規定する場合において，精神科病院の管理者は，

指定医による診察の結果，当該任意入院者の医療及び保護

のため入院を継続する必要があると認めたときは，同項の

規定にかかわらず，72時間を限り，その者を退院させない

ことができる。 

４ 前項に規定する場合において，精神科病院（厚生労働省

令で定める基準に適合すると都道府県知事が認めるもの

に限る。）の管理者は，緊急その他やむを得ない理由があ

るときは，指定医に代えて指定医以外の医師（医師法（昭

和23年法律第201号）第16条の4第1項の規定による登録を

受けていることその他厚生労働省令で定める基準に該当

する者に限る。以下「特定医師」という。）に任意入院者

の診察を行わせることができる。この場合において，診察

の結果，当該任意入院者の医療及び保護のため入院を継続

する必要があると認めたときは，前2項の規定にかかわら

ず，12時間を限り，その者を退院させないことができる。 

５ 第19条の4の2の規定は，前項の規定により診察を行った

場合について準用する。この場合において，同条中「指定

医は，前条第1項」とあるのは「第21条第4項に規定する特

定医師は，同項」と，「当該指定医」とあるのは「当該特

定医師」と読み替えるものとする。 

６ 精神科病院の管理者は，第4項後段の規定による措置を

採ったときは，遅滞なく，厚生労働省令で定めるところに

より，当該措置に関する記録を作成し，これを保存しなけ

ればならない。 

７ 精神科病院の管理者は，第3項又は第4項後段の規定によ

る措置を採る場合においては，当該任意入院者に対し，当

該措置を採る旨，第38条の4の規定による退院等の請求に

関することその他厚生労働省令で定める事項を書面で知

らせなければならない。 

 

〔則〕第5条 法第21条第1項の厚生労働省令で定める事項

は，次のとおりとする。 

一 患者の同意に基づく入院である旨 

二 法第36条に規定する行動の制限に関する事項 

三 処遇に関する事項 

四 法第21条第2項に規定する退院の申出により退院でき

る旨並びに同条第3項及び第4項後段の規定による措置

に関する事項 

〔則〕第5条の2 法第21条第4項の厚生労働省令で定める精

神科病院の基準は，次のとおりとする。 

一 法第33条の7第1項の規定による都道府県知事の指定

を受けていること又は受ける見込みが十分であること。 

二 地方公共団体の救急医療（精神障害の医療に係るもの

に限る。）の確保に関する施策に協力して，休日診療及

び夜間診療を行っていること。 

三 2名以上の常時勤務する指定医を置いていること。 

四 法第21条第4項後段の規定による措置について審議を

行うため，事後審査委員会を設けていること。 

五 精神科病院に入院中の者に対する行動の制限がその

症状に応じて最も制限の少ない方法により行われてい

るかどうかを審議するため，行動制限最小化委員会を設

けていること。 

〔則〕第5条の3 法第21条第4項の厚生労働省令で定める医

師の基準は，次のとおりとする。 

一 4年以上診断又は治療に従事した経験を有すること。 

二 2年以上精神障害の診断又は治療に従事した経験を有

すること。 

三 精神障害の診断又は治療に従事する医師として著し

く不適当と認められる者でないこと。 

〔則〕第5条の4 法第21条第5項において準用する法第19条

の4の2に規定する厚生労働省令で定める事項は，次の各号

に掲げる事項とする。 

一 法第21条第4項後段の規定による措置を採った年月日

及び時刻並びに解除した年月日及び時刻 

二 当該措置を採ったときの症状 

〔則〕第5条の5 法第21条第4項後段の規定による措置を採

った精神科病院の管理者は，当該措置を採った日から1月

以内に，次の各号に掲げる事項に関する記録を作成し，保

存しなければならない。 

一 精神科病院の名称及び所在地 

二 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

三 診察した法第21条第4項に規定する特定医師（以下「特
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定医師」という。）の氏名 

四 入院年月日及び時刻 

五 病名 

六 生活歴及び現病歴 

七 当該措置から12時間以内に法第21条第3項の規定によ

る診察をした指定医の氏名及び診察した日時 

八 前号の診察の結果，法第21条第3項の措置は必要ない

と認めたときは，その理由 

九 第5条の2第四号の事後審査委員会による審議を行っ

た結果 

〔則〕第6条 法第21条第7項，第29条第3項（法第29条の2第

4項及び第33条の8において準用する場合を含む。）及び第

33条の3第1項本文の厚生労働省令で定める事項は，第5条

第二号に掲げる事項とする。 

第2節 指定医の診察及び措置

入院 

（診察及び保護の申請） 

第22条 精神障害者又はその疑いのある者を知った者は，誰

でも，その者について指定医の診察及び必要な保護を都道

府県知事に申請することができる。 

２ 前項の申請をするには，次の事項を記載した申請書を最

寄りの保健所長を経て都道府県知事に提出しなければな

らない。 

一 申請者の住所，氏名及び生年月日 

二 本人の現在場所，居住地，氏名，性別及び生年月日 

三 症状の概要 

四 現に本人の保護の任に当たっている者があるときは

その者の住所及び氏名 

（警察官の通報） 

第23条 警察官は，職務を執行するに当たり，異常な挙動そ

の他周囲の事情から判断して，精神障害のために自身を傷

つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあると認められる者

を発見したときは，直ちに，その旨を，最寄りの保健所長

を経て都道府県知事に通報しなければならない。 

（検察官の通報） 

第24条 検察官は，精神障害者又はその疑いのある被疑者又

は被告人について，不起訴処分をしたとき，又は裁判（懲

役若しくは禁錮の刑を言い渡し，その刑の全部の執行猶予

の言渡しをせず，又は拘留の刑を言い渡す裁判を除く。）

が確定したときは，速やかに，その旨を都道府県知事に通

報しなければならない。ただし，当該不起訴処分をされ，

又は裁判を受けた者について，心神喪失等の状態で重大な

他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成

15年法律第110号）第33条第1項の申立てをしたときは，こ

の限りでない。 

２ 検察官は，前項本文に規定する場合のほか，精神障害者

若しくはその疑いのある被疑者若しくは被告人又は心神

喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観

察等に関する法律の対象者（同法第2条第2項に規定する対
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象者をいう。第26条の3及び第44条第1項において同じ。）

について，特に必要があると認めたときは，速やかに，都

道府県知事に通報しなければならない。 

（保護観察所の長の通報） 

第25条 保護観察所の長は，保護観察に付されている者が精

神障害者又はその疑いのある者であることを知ったとき

は，速やかに，その旨を都道府県知事に通報しなければな

らない。 

（矯正施設の長の通報） 

第26条 矯正施設（拘置所，刑務所，少年刑務所，少年院，

少年鑑別所及び婦人補導院をいう。以下同じ。）の長は，

精神障害者又はその疑のある収容者を釈放，退院又は退所

させようとするときは，あらかじめ，左〔下記〕の事項を

本人の帰住地（帰住地がない場合は当該矯正施設の所在

地）の都道府県知事に通報しなければならない。 

一 本人の帰住地，氏名，性別及び生年月日 

二 症状の概要 

三 釈放，退院又は退所の年月日 

四 引取人の住所及び氏名 

（精神科病院の管理者の届出） 

第26条の2 精神科病院の管理者は，入院中の精神障害者で

あって，第29条第1項の要件に該当すると認められるもの

から退院の申出があったときは，直ちに，その旨を，最寄

りの保健所長を経て都道府県知事に届け出なければなら

ない。 

（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に係る通

報） 

第26条の3 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者

の医療及び観察等に関する法律第2条第5項に規定する指

定通院医療機関の管理者及び保護観察所の長は，同法の対

象者であって同条第4項に規定する指定入院医療機関に入

院していないものがその精神障害のために自身を傷つけ

又は他人に害を及ぼすおそれがあると認めたときは，直ち

に，その旨を，最寄りの保健所長を経て都道府県知事に通

報しなければならない。 

（申請等に基づき行われる指定医の診察等） 

第27条 都道府県知事は，第22条から前条までの規定による

申請，通報又は届出のあった者について調査の上必要があ

ると認めるときは，その指定する指定医をして診察をさせ

なければならない。 

２ 都道府県知事は，入院させなければ精神障害のために自

身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあることが明

らかである者については，第22条から前条までの規定によ

る申請，通報又は届出がない場合においても，その指定す

る指定医をして診察をさせることができる。 

３ 都道府県知事は，前2項の規定により診察をさせる場合

には，当該職員を立ち会わせなければならない。 

４ 指定医及び前項の当該職員は，前3項の職務を行うに当

たって必要な限度においてその者の居住する場所へ立ち

入ることができる。 
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５ 第19条の6の16第2項及び第3項の規定は，前項の規定に

よる立入りについて準用する。この場合において，同条第

2項中「前項」とあるのは「第27条第4項」と，「当該職員」

とあるのは「指定医及び当該職員」と，同条第3項中「第1

項」とあるのは「第27条第4項」と読み替えるものとする。 

（診察の通知） 

第28条 都道府県知事は，前条第1項の規定により診察をさ

せるに当って現に本人の保護の任に当っている者がある

場合には，あらかじめ，診察の日時及び場所をその者に通

知しなければならない。 

２ 後見人又は保佐人，親権を行う者，配偶者その他現に本

人の保護の任に当たっている者は，前条第1項の診察に立

ち会うことができる。 

（判定の基準） 

第28条の2 第27条第1項又は第2項の規定により診察をした

指定医は，厚生労働大臣の定める基準に従い，当該診察を

した者が精神障害者であり，かつ，医療及び保護のために

入院させなければその精神障害のために自身を傷つけ又

は他人に害を及ぼすおそれがあるかどうかの判定を行わ

なければならない。 

（都道府県知事による入院措置） 

第29条 都道府県知事は，第27条の規定による診察の結果，

その診察を受けた者が精神障害者であり，かつ，医療及び

保護のために入院させなければその精神障害のために自

身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあると認めた

ときは，その者を国等の設置した精神科病院又は指定病院

に入院させることができる。 

２ 前項の場合において都道府県知事がその者を入院させ

るには，その指定する2人以上の指定医の診察を経て，そ

の者が精神障害者であり，かつ，医療及び保護のために入

院させなければその精神障害のために自身を傷つけ又は

他人に害を及ぼすおそれがあると認めることについて，各

指定医の診察の結果が一致した場合でなければならない。 

〔則〕第7条 第4条の14〔法第19条の6の16関連〕の規定は，

法第27条第5項及び第38条の6第3項において読み替えて準

用する法第19条の6の16第2項に規定する指定医及び当該

職員の身分を示す証票について準用する。この場合におい

て，第4条の14中「別記様式第二号」とあるのは，「それ

ぞれ別記様式第一号及び第二号」と読み替えるものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「厚生労働大臣の定める基準」＝精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第28条の2の規定に基づき厚生労働大臣

の定める基準（昭和63年厚生省告示第125号） 

３ 都道府県知事は，第1項の規定による措置を採る場合に

おいては，当該精神障害者に対し，当該入院措置を採る旨，

第38条の4の規定による退院等の請求に関することその他

厚生労働省令で定める事項を書面で知らせなければなら

ない。 

４ 国等の設置した精神科病院及び指定病院の管理者は，病

床（病院の一部について第19条の8の指定を受けている指

定病院にあってはその指定に係る病床）に既に第1項又は

次条第1項の規定により入院をさせた者がいるため余裕が

ない場合のほかは，第1項の精神障害者を入院させなけれ

ばならない。 

第29条の2 都道府県知事は，前条第1項の要件に該当すると

認められる精神障害者又はその疑いのある者について，急

速を要し，第27条，第28条及び前条の規定による手続を採

ることができない場合において，その指定する指定医をし

て診察をさせた結果，その者が精神障害者であり，かつ，

直ちに入院させなければその精神障害のために自身を傷

〔則〕第6条【法第21条関係】 
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つけ又は他人を害するおそれが著しいと認めたときは，そ

の者を前条第1項に規定する精神科病院又は指定病院に入

院させることができる。 

２ 都道府県知事は，前項の措置をとったときは，すみやか

に，その者につき，前条第1項の規定による入院措置をと

るかどうかを決定しなければならない。 

３ 第1項の規定による入院の期間は，72時間を超えること

ができない。 

４ 第27条第4項及び第5項並びに第28条の2の規定は第1項

の規定による診察について，前条第3項の規定は第1項の規

定による措置を採る場合について，同条第4項の規定は第1

項の規定により入院する者の入院について準用する。 

第29条の2の2 都道府県知事は，第29条第1項又は前条第1

項の規定による入院措置を採ろうとする精神障害者を，当

該入院措置に係る病院に移送しなければならない。 

２ 都道府県知事は，前項の規定により移送を行う場合にお

いては，当該精神障害者に対し，当該移送を行う旨その他

厚生労働省令で定める事項を書面で知らせなければなら

ない。 

３ 都道府県知事は，第1項の規定による移送を行うに当た

っては，当該精神障害者を診察した指定医が必要と認めた

ときは，その者の医療又は保護に欠くことのできない限度

において，厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意

見を聴いて定める行動の制限を行うことができる。 

第29条の3 第29条第1項に規定する精神科病院又は指定病

院の管理者は，第29条の2第1項の規定により入院した者に

ついて，都道府県知事から，第29条第1項の規定による入

院措置を採らない旨の通知を受けたとき，又は第29条の2

第3項の期間内に第29条第1項の規定による入院措置を採

る旨の通知がないときは，直ちに，その者を退院させなけ

ればならない。 

（入院措置の解除） 

第29条の4 都道府県知事は，第29条第1項の規定により入院

した者（以下「措置入院者」という。）が，入院を継続し

なくてもその精神障害のために自身を傷つけ又は他人に

害を及ぼすおそれがないと認められるに至ったときは，直

ちに，その者を退院させなければならない。この場合にお

いては，都道府県知事は，あらかじめ，その者を入院させ

ている精神科病院又は指定病院の管理者の意見を聞くも

のとする。 

２ 前項の場合において都道府県知事がその者を退院させ

るには，その者が入院を継続しなくてもその精神障害のた

めに自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがないと

認められることについて，その指定する指定医による診察

の結果又は次条の規定による診察の結果に基づく場合で

なければならない。 

〔則〕第8条 法第29条の2の2第2項の厚生労働省令で定める

事項は，次のとおりとする。 

一 移送先の精神科病院の名称及び所在地 

二 移送の方法 

三 法第29条の2の2第3項に規定する行動の制限に関する

事項 

 

○「厚生労働大臣が定める行動の制限」＝精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律第29条の2の2第3項の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める行動の制限（平成12年厚生省告示

第96号） 

第29条の5 措置入院者を入院させている精神科病院又は指

定病院の管理者は，指定医による診察の結果，措置入院者

が，入院を継続しなくてもその精神障害のために自身を傷

つけ又は他人に害を及ぼすおそれがないと認められるに

〔則〕第9条 法第29条の5の厚生労働省令で定める事項は，

次のとおりとする。 

一 精神科病院の名称及び所在地 

二 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 
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至ったときは，直ちに，その旨，その者の症状その他厚生

労働省令で定める事項を最寄りの保健所長を経て都道府

県知事に届け出なければならない。 

 

三 入院年月日 

四 病名及び入院後の病状又は状態像の経過の概要 

五 退院後の処置に関する事項 

六 退院後の帰住先及びその住所 

七 診察した指定医の氏名 

（入院措置の場合の診療方針及び医療に要する費用の額） 

第29条の6 第29条第1項及び第29条の2第1項の規定により

入院する者について国等の設置した精神科病院又は指定

病院が行う医療に関する診療方針及びその医療に要する

費用の額の算定方法は，健康保険の診療方針及び療養に要

する費用の額の算定方法の例による。 

２ 前項に規定する診療方針及び療養に要する費用の額の

算定方法の例によることができないとき，及びこれによる

ことを適当としないときの診療方針及び医療に要する費

用の額の算定方法は，厚生労働大臣の定めるところによ

る。 

（社会保険診療報酬支払基金への事務の委託） 

第29条の7 都道府県は，第29条第1項及び第29条の2第1項の

規定により入院する者について国等の設置した精神科病

院又は指定病院が行った医療が前条に規定する診療方針

に適合するかどうかについての審査及びその医療に要す

る費用の額の算定並びに国等又は指定病院の設置者に対

する診療報酬の支払に関する事務を社会保険診療報酬支

払基金に委託することができる。 

（費用の負担） 

第30条 第29条第1項及び第29条の2第1項の規定により都道

府県知事が入院させた精神障害者の入院に要する費用は，

都道府県が負担する。 

〔則〕第12条 国等の設置した精神科病院又は指定病院は，

療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関す

る省令（昭和51年厚生省令第36号），訪問看護療養費及び

公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（平成4年

厚生省令第5号）又は介護給付費及び公費負担医療等に関

する費用等の請求に関する省令（平成12年厚生省令第20

号）の定めるところにより，当該精神科病院又は指定病院

が行った医療に係る診療報酬を請求するものとする。 

 

○「厚生労働大臣の定めるところ」＝精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律第29条の6第2項の規定による診療方

針及び医療に要する費用の額の算定方法（昭和58年厚生省

告示第32号） 

 

２ 国は，都道府県が前項の規定により負担する費用を支弁

したときは，政令の定めるところにより，その4分の3を負

担する。 

（他の法律による医療に関する給付との調整） 

第30条の2 前条第1項の規定により費用の負担を受ける精

神障害者が，健康保険法（大正11年法律第70号），国民健

康保険法（昭和33年法律第192号），船員保険法（昭和14

年法律第73号），労働者災害補償保険法（昭和22年法律第

50号），国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号。

他の法律において準用し，又は例による場合を含む。），

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号），高齢

者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）又は

介護保険法（平成9年法律第123号）の規定により医療に関

する給付を受けることができる者であるときは，都道府県

は，その限度において，同項の規定による負担をすること

を要しない。 

（費用の徴収） 

第31条 都道府県知事は，第29条第1項及び第29条の2第1項

の規定により入院させた精神障害者又はその扶養義務者

が入院に要する費用を負担することができると認めたと

きは，その費用の全部又は一部を徴収することができる。 

２ 都道府県知事は，前項の規定による費用の徴収に関し必

〔令〕第3条 法第30条第2項の規定による国庫の負担は，各

年度において都道府県が同条第1項の規定により負担した

費用の額から，その年度における法第31条第1項の規定に

より徴収する費用の額の予定額（徴収した費用の額が予定

額を超えたときは，徴収した額）及びその費用のための寄

附金その他の収入の額を控除した額について行うものと

する。 

２ 前項に規定する予定額は，厚生労働大臣があらかじめ総

務大臣及び財務大臣と協議して定める基準に従って算定

する。 

３ 第1条第2項〔法第7条関係〕の規定は，第1項の場合に準

用する。 
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要があると認めるときは，当該精神障害者又はその扶養義

務者の収入の状況につき，当該精神障害者若しくはその扶

養義務者に対し報告を求め，又は官公署に対し必要な書類

の閲覧若しくは資料の提供を求めることができる。 

第32条 削除 

第3節 医療保護入院等 

（医療保護入院） 

第33条 精神科病院の管理者は，次に掲げる者について，そ

の家族等のうちいずれかの者の同意があるときは，本人の

同意がなくてもその者を入院させることができる。 

一 指定医による診察の結果，精神障害者であり，かつ，

医療及び保護のため入院の必要がある者であって当該

精神障害のために第20条の規定による入院が行われる

状態にないと判定されたもの 

二 第34条第1項の規定により移送された者 

２ 前項の「家族等」とは，当該精神障害者の配偶者，親権

を行う者，扶養義務者及び後見人又は保佐人をいう。ただ

し，次の各号のいずれかに該当する者を除く。 

一 行方の知れない者 

二 当該精神障害者に対して訴訟をしている者，又はした

者並びにその配偶者及び直系血族 

三 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人，保佐人又は補助

人 

四 成年被後見人又は被保佐人 

五 未成年者 

３ 精神科病院の管理者は，第1項第一号に掲げる者につい

て，その家族等（前項に規定する家族等をいう。以下同じ。）

がない場合又はその家族等の全員がその意思を表示する

ことができない場合において，その者の居住地（居住地が

ないか，又は明らかでないときは，その者の現在地。第45

条第1項を除き，以下同じ。）を管轄する市町村長（特別

区の長を含む。以下同じ。）の同意があるときは，本人の

同意がなくてもその者を入院させることができる。第34条

第2項の規定により移送された者について，その者の居住

地を管轄する市町村長の同意があるときも，同様とする。 

４ 第1項又は前項に規定する場合において，精神科病院（厚

生労働省令で定める基準に適合すると都道府県知事が認

めるものに限る。）の管理者は，緊急その他やむを得ない

理由があるときは，指定医に代えて特定医師に診察を行わ

せることができる。この場合において，診察の結果，精神

障害者であり，かつ，医療及び保護のため入院の必要があ

る者であって当該精神障害のために第20条の規定による

入院が行われる状態にないと判定されたときは，第1項又

は前項の規定にかかわらず，本人の同意がなくても，12時

間を限り，その者を入院させることができる。 

５ 第19条の4の2の規定は，前項の規定により診察を行った

場合について準用する。この場合において，同条中「指定

医は，前条第1項」とあるのは「第21条第4項に規定する特

定医師は，第33条第4項」と，「当該指定医」とあるのは

〔則〕第13条 第5条の2〔法第21条関連〕の規定は，法第33

条第4項の厚生労働省令で定める基準について準用する。

この場合において，第5条の2第四号中「法第21条第4項」

とあるのは，「法第33条第4項」と読み替えるものとする。 

〔則〕第13条の3 法第33条第1項又は第3項の規定による措

置を採ろうとする場合において，同条第4項後段の規定に

よる措置を採った精神科病院の管理者は，当該措置を採っ

た日から1月以内に，次の各号に掲げる事項に関する記録

を作成し，保存しなければならない。 

一 精神科病院の名称及び所在地 

二 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

三 診察した特定医師の氏名 

四 入院年月日及び時刻 

五 病名 

- 19 -



障害者福祉ガイド 2019年版 

 
 

「当該特定医師」と読み替えるものとする。 

６ 精神科病院の管理者は，第4項後段の規定による措置を

採ったときは，遅滞なく，厚生労働省令で定めるところに

より，当該措置に関する記録を作成し，これを保存しなけ

ればならない。 

六 法第20条の規定による入院が行われる状態にないと

判定した理由 

七 生活歴及び現病歴 

八 当該措置から12時間以内に法第33条第1項又は第3項

の規定による診察をした指定医の氏名及び診察した日

時 

九 前号の診察の結果，法第33条第1項又は第3項の措置は

必要ないと認めたときは，その理由 

十 第5条の2第1項第四号の事後審査委員会による審議を

行った結果 

十一 入院について同意した法第33条第1項に規定する家

族等（以下「家族等」という。）の住所，氏名，性別，

生年月日及び患者との続柄 

〔則〕第13条の2 法第33条第5項において準用する法第19

条の4の2に規定する厚生労働省令で定める事項は，次の各

号に掲げる事項とする。 

一 法第33条第4項後段の規定による措置を採ったときの

症状 

二 法第20条の規定による入院が行われる状態にないと

判定した理由 

７ 精神科病院の管理者は，第1項，第3項又は第4項後段の

規定による措置を採ったときは，10日以内に，その者の症

状その他厚生労働省令で定める事項を当該入院について

同意をした者の同意書を添え，最寄りの保健所長を経て都

道府県知事に届け出なければならない。 

 

〔則〕第13条の4 法第33条第7項の厚生労働省令で定める事

項は，次の各号に掲げる届出の区分に応じ，それぞれ当該

各号に定める事項とする。 

一 法第33条第1項又は第3項の規定による措置に係る届

出 

イ 精神科病院の名称及び所在地 

ロ 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

ハ 入院年月日 

ニ 病名 

ホ 法第20条の規定による入院が行われる状態にない

と判定した理由 

ヘ 生活歴及び現病歴 

ト 推定される入院期間（法第33条第1項又は第3項の規

定による措置を採った場合に限る。以下同じ。） 

チ 診察した指定医の氏名 

リ 法第34条第1項の規定による移送の有無 

ヌ 入院について同意した家族等の住所，氏名，性別，

生年月日及び患者との続柄 

ル 法第33条の4の規定により選任された退院後生活環

境相談員の氏名 

ヲ 医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第1条

の5に規定する入院診療計画書に記載する事項 

二 法第33条第1項又は第3項の規定による措置を採ろう

とする場合において，同条第4項後段の規定による措置

を採った場合の届出 

イ 診察した特定医師の氏名 

ロ 入院年月日及び時刻 

ハ 当該措置から12時間以内に法第33条第1項又は第3

項の規定による診察をした指定医の氏名及び診察し

た日時 
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ニ 前号の診察の結果，法第33条第1項又は第3項の措置

は必要ないと認めたときは，その理由 

ホ 第一号イ，ロ，ニからヘまで，ヌ及びヲに掲げる事

項 

第33条の2 精神科病院の管理者は，前条第1項又は第3項の

規定により入院した者（以下「医療保護入院者」という。）

を退院させたときは，10日以内に，その旨及び厚生労働省

令で定める事項を最寄りの保健所長を経て都道府県知事

に届け出なければならない。 

 

〔則〕第14条 法第33条の2の厚生労働省令で定める事項は，

次のとおりとする。 

一 精神科病院の名称及び所在地 

二 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

三 退院年月日 

四 病名 

五 退院後の処置に関する事項 

六 退院後の帰住先及びその住所 

第33条の3 精神科病院の管理者は，第33条第1項，第3項又

は第4項後段の規定による措置を採る場合においては，当

該精神障害者に対し，当該入院措置を採る旨，第38条の4

の規定による退院等の請求に関することその他厚生労働

省令で定める事項を書面で知らせなければならない。ただ

し，当該入院措置を採った日から4週間を経過する日まで

の間であって，当該精神障害者の症状に照らし，その者の

医療及び保護を図る上で支障があると認められる間にお

いては，この限りでない。 

〔則〕第6条【法第21条関係】 

 

２ 精神科病院の管理者は，前項ただし書の規定により同項

本文に規定する事項を書面で知らせなかったときは，厚生

労働省令で定めるところにより，厚生労働省令で定める事

項を診療録に記載しなければならない。 

〔則〕第15条 法第33条の3第2項の規定により診療録に記載

しなければならない事項は，次のとおりとする。 

一 法第33条の3第1項本文に規定する事項（以下「医療保

護入院に係る告知事項」という。）のうち知らせなかっ

たもの 

二 症状その他医療保護入院に係る告知事項を知らせる

ことがその者の医療及び保護を図る上で支障があると

認められた理由 

三 医療保護入院に係る告知事項を知らせた年月日 

（医療保護入院者の退院による地域における生活への移行

を促進するための措置） 

第33条の4 医療保護入院者を入院させている精神科病院の

管理者は，精神保健福祉士その他厚生労働省令で定める資

格を有する者のうちから，厚生労働省令で定めるところに

より，退院後生活環境相談員を選任し，その者に医療保護

入院者の退院後の生活環境に関し，医療保護入院者及びそ

の家族等からの相談に応じさせ，及びこれらの者を指導さ

せなければならない。 

 

〔則〕第15条の2 法第33条の4の厚生労働省令で定める資格

を有する者は，次の各号のいずれかに該当するものとす

る。 

一 次のイからホまでに掲げる者であって，精神障害者に

関する当該イからホまでに定める業務に従事した経験

を有するもの 

イ 保健師 保健師助産師看護師法（昭和23年法律第

203号）第2条に規定する業務 

ロ 看護師 保健師助産師看護師法第5条に規定する業

務 

ハ 准看護師 保健師助産師看護師法第6条に規定する

業務 

ニ 作業療法士 理学療法士及び作業療法士法（昭和40

年法律第137号）第2条第4項に規定する業務 

ホ 社会福祉士 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62

年法律第30号）第2条第1項に規定する業務 

二 前号に掲げる者以外の者で，3年以上，精神障害者及

びその家族等からの精神障害者の退院後の生活環境に

関する相談及びこれらの者に対する指導についての実

務に従事した経験を有し，かつ，厚生労働大臣が定める
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研修を修了したもの 

○「厚生労働大臣が定める研修」＝精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律施行規則第15条の2第二号の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める研修（平成28年厚生労働省告示第

405号） 

〔則〕第15条の3 法第33条の4の規定による退院後生活環境

相談員の選任は，法第33条第1項又は第3項の規定による措

置が採られた日から7日以内に行わなければならない。 

第33条の5 医療保護入院者を入院させている精神科病院の

管理者は，医療保護入院者又はその家族等から求めがあっ

た場合その他医療保護入院者の退院による地域における

生活への移行を促進するために必要があると認められる

場合には，これらの者に対して，厚生労働省令で定めると

ころにより，一般相談支援事業若しくは障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第18項

に規定する特定相談支援事業（第49条第1項において「特

定相談支援事業」という。）を行う者，介護保険法第8条

第24項に規定する居宅介護支援事業を行う者その他の地

域の精神障害者の保健又は福祉に関する各般の問題につ

き精神障害者又はその家族等からの相談に応じ必要な情

報の提供，助言その他の援助を行う事業を行うことができ

ると認められる者として厚生労働省令で定めるもの（次条

において「地域援助事業者」という。）を紹介するよう努

めなければならない。 

 

〔則〕第15条の4 医療保護入院者（法第33条の2に規定する

医療保護入院者をいう。以下同じ。）を入院させている精

神科病院の管理者は，法第33条の5に規定する地域援助事

業者（第15条の7第3項第二号において「地域支援事業者」

という。）を紹介するに当たっては，当該地域援助事業者

の連絡先を記載した書面を交付する方法その他の適切な

方法により行うものとする。 

〔則〕第15条の5 法第33条の5の厚生労働省令で定める者

は，次の各号に掲げるものとする。 

一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成17年法律第123号）第5条第18項に規定

する一般相談支援事業又は特定相談支援事業を行う者 

二 介護保険法（平成9年法律第123号）第8条第11項に規

定する特定施設入居者生活介護を行う者 

三 介護保険法第8条第19項に規定する小規模多機能型居

宅介護を行う者（介護支援専門員（同法第7条第5項に規

定する介護支援専門員をいう。以下同じ。）を有するも

のに限る。） 

四 介護保険法第8条第20項に規定する認知症対応型共同

生活介護を行う者（介護支援専門員を有するものに限

る。） 

五 介護保険法第8条第21項に規定する地域密着型特定施

設入居者生活介護を行う者 

六 介護保険法第8条第22項に規定する地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を行う者 

七 介護保険法第8条第23項に規定する複合型サービスを

行う者 

八 介護保険法第8条第24項に規定する居宅介護支援事業

を行う者 

九 介護保険法第8条第27項に規定する介護福祉施設サー

ビスを行う者 

十 介護保険法第8条第28項に規定する介護保健施設サー

ビスを行う者 

十一 介護保険法第8条第29項に規定する介護医療院サー

ビスを行う者 

十二 介護保険法第8条の2第9項に規定する介護予防特定

施設入居者生活介護を行う者 

十三 介護保険法第8条の2第14項に規定する介護予防小

規模多機能型居宅介護を行う者 

十四 介護保険法第8条の2第15項に規定する介護予防認

知症対応型共同生活介護を行う者（介護支援専門員を有

するものに限る。） 
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十五 介護保険法第8条の2第16項に規定する介護予防支

援事業を行う者（介護支援専門員を有するものに限る。） 

十六 健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律

第83号）附則第130条の2第1項の規定によりなおその効

力を有するものとされた同法第26条の規定による改正

前の介護保険法第8条第26項に規定する介護療養施設サ

ービスを行う者 

第33条の6 精神科病院の管理者は，前2条に規定する措置の

ほか，厚生労働省令で定めるところにより，必要に応じて

地域援助事業者と連携を図りながら，医療保護入院者の退

院による地域における生活への移行を促進するために必

要な体制の整備その他の当該精神科病院における医療保

護入院者の退院による地域における生活への移行を促進

するための措置を講じなければならない。 

 

〔則〕第15条の6 精神科病院の管理者は，入院期間が1年未

満である医療保護入院者の第13条の4第一号ト〔法第33条

関係〕に規定する推定される入院期間又は次項に規定する

入院期間が経過するごとに，当該医療保護入院者の入院を

継続する必要があるかどうかの審議を行うため，医療保護

入院者退院支援委員会（以下「委員会」という。）を開催

しなければならない。 

２ 委員会は，前項の規定による審議の結果，当該審議に係

る医療保護入院者の入院を継続する必要があると認める

ときは，委員会が開催された日から当該医療保護入院者の

退院までに必要と認められる入院期間（次項に規定する場

合を除き，当該医療保護入院者の入院の日から1年未満の

範囲内の期間に限る。）及び退院に向けた取組の方針を定

めなければならない。 

３ 委員会は，第1項の規定による審議の結果，当該審議に

係る医療保護入院者の医療及び保護のため当該医療保護

入院者の入院の日から1年以上入院を継続する必要がある

と認めるときは，第2項に規定する入院期間として，当該

入院の日から1年以上の期間を定めることができる。 

４ 第1項及び第2項の規定は，前項の規定による入院期間を

定められた医療保護入院者に係る入院期間の経過につい

て準用する。この場合において，第1項中「入院期間が1年

未満である医療保護入院者」とあるのは「医療保護入院者」

と，「第13条の4第一号トに規定する推定される入院期間

又は次項に規定する入院期間が経過するごとに」とあるの

は「次項に規定する入院期間が経過するごとに」と，「医

療保護入院者退院支援委員会（以下「委員会」という。）

を開催しなければならない」とあるのは「医療保護入院者

退院支援委員会を開催することができる」と，第2項中「入

院期間（次項に規定する場合を除き，当該医療保護入院者

の入院の日から1年未満の範囲内の期間に限る。）」とあ

るのは「入院期間」と読み替えるものとする。 

５ 精神科病院の管理者は，第1項の規定による審議の結果

を当該審議に係る医療保護入院者及び同条第3項各号に掲

げる者（同項の規定による通知を受けた者に限る。）に通

知しなければならない。 

〔則〕第15条の7 委員会は，次に掲げる者をもって構成す

る。 

一 委員会の審議に係る医療保護入院者の主治医（当該主

治医が指定医でない場合は，当該主治医及び当該医療保

護入院者が入院している精神科病院に勤務する指定医） 

二 当該医療保護入院者が入院している精神科病院に勤

務する看護師又は准看護師 
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三 当該医療保護入院者について法第33条の4の規定によ

り選任された退院後生活環境相談員（第20条第1項第六

号において「退院後生活環境相談員」という。） 

四 前3号に掲げる者以外の当該精神科病院の職員で，当

該精神科病院の管理者から出席を求められたもの 

２ 精神科病院の管理者は，委員会の審議に係る医療保護入

院者が委員会の構成員となることを希望するときは，委員

会に，当該医療保護入院者を構成員として加えるものとす

る。この場合において，当該医療保護入院者は，委員会に

出席し，又は書面により意見を述べることができる。 

３ 精神科病院の管理者は，委員会の審議に係る医療保護入

院者が次の各号に掲げる者を委員会の構成員とすること

を希望するときは，あらかじめ，その旨をこれらの者に対

し書面により通知するものとし，当該通知を受けた者が委

員会の構成員となることを希望するときは，委員会に，当

該希望する者を構成員として加えるものとする。この場合

において，当該希望する者は，委員会に出席し，又は書面

により意見を述べることができる。 

一 委員会の審議に係る医療保護入院者の家族等 

二 地域援助事業者その他の当該医療保護入院者の退院

後の生活環境に関わる者 

〔則〕第15条の8 精神科病院の管理者は，委員会の開催日

その他委員会における審議の過程を文書により記録し，こ

れを当該開催日から5年間保存しなければならない。 

２ 委員会の審議に係る医療保護入院者の主治医は，委員会

が開催されたときは，遅滞なく，当該委員会の開催日を診

療録に記載しなければならない。 

（経過措置） 

平26厚労省令4号附則第2条 この省令の施行の際〔平成26

年4月1日〕現に精神科病院に入院している医療保護入院者

については，当該医療保護入院者を入院させている精神科

病院の管理者が必要と認める場合を除き，第1条の規定に

よる改正後の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

施行規則第15条の6から第15条の8までの規定は，適用しな

い。 

（応急入院） 

第33条の7 厚生労働大臣の定める基準に適合するものとし

て都道府県知事が指定する精神科病院の管理者は，医療及

び保護の依頼があった者について，急速を要し，その家族

等の同意を得ることができない場合において，その者が，

次に該当する者であるときは，本人の同意がなくても，72

時間を限り，その者を入院させることができる。 

一 指定医の診察の結果，精神障害者であり，かつ，直ち

に入院させなければその者の医療及び保護を図る上で

著しく支障がある者であって当該精神障害のために第

20条の規定による入院が行われる状態にないと判定さ

れたもの 

二 第34条第3項の規定により移送された者 

 

○「厚生労働大臣の定める基準」＝精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第33条の7第1項の規定に基づき厚生労

働大臣の定める基準（昭和63年厚生省告示第127号） 

２ 前項に規定する場合において，同項に規定する精神科病

院の管理者は，緊急その他やむを得ない理由があるとき

〔則〕第16条の2 法第33条の7第2項後段の規定による措置

を採った精神科病院の管理者は，当該措置を採った日から
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は，指定医に代えて特定医師に同項の医療及び保護の依頼

があった者の診察を行わせることができる。この場合にお

いて，診察の結果，その者が，精神障害者であり，かつ，

直ちに入院させなければその者の医療及び保護を図る上

で著しく支障がある者であって当該精神障害のために第

20条の規定による入院が行われる状態にないと判定され

たときは，同項の規定にかかわらず，本人の同意がなくて

も，12時間を限り，その者を入院させることができる。 

 

1月以内に，次の各号に掲げる事項に関する記録を作成し，

保存しなければならない。 

一 精神科病院の名称及び所在地 

二 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

三 診察した特定医師の氏名 

四 入院年月日及び時刻 

五 病名 

六 法第20条の規定による入院が行われる状態にないと

判定した理由 

七 生活歴及び現病歴 

八 当該措置から12時間以内に法第33条の7第1項の規定

による診察をした指定医の氏名及び診察した日時 

九 前号の診察の結果，法第33条の7第1項の措置は必要な

いと認めたときは，その理由 

十 法第33条の7第1項の厚生労働大臣の定める基準に基

づき設置された事後審査委員会による審議を行った結

果 

十一 医療及び保護を依頼した者の患者との関係 

３ 第19条の4の2の規定は，前項の規定により診察を行った

場合について準用する。この場合において，同条中「指定

医は，前条第1項」とあるのは「第21条第4項に規定する特

定医師は，第33条の7第2項」と，「当該指定医」とあるの

は「当該特定医師」と読み替えるものとする。 

４ 第1項に規定する精神科病院の管理者は，第2項後段の規

定による措置を採ったときは，遅滞なく，厚生労働省令で

定めるところにより，当該措置に関する記録を作成し，こ

れを保存しなければならない。 

〔則〕第16条 法第33条の7第3項において準用する法第19条

の4の2に規定する厚生労働省令で定める事項は，次の各号

に掲げる事項とする。 

一 法第33条の7第2項後段の規定による措置を採った年

月日及び時刻並びに解除した年月日及び時刻 

二 当該措置を採ったときの症状 

三 法第20条の規定による入院が行われる状態にないと

判定した理由 

５ 第1項に規定する精神科病院の管理者は，同項又は第2項

後段の規定による措置を採ったときは，直ちに，当該措置

を採った理由その他厚生労働省令で定める事項を最寄り

の保健所長を経て都道府県知事に届け出なければならな

い。 

６ 都道府県知事は，第1項の指定を受けた精神科病院が同

項の基準に適合しなくなったと認めたときは，その指定を

取り消すことができる。 

７ 厚生労働大臣は，前項に規定する都道府県知事の権限に

属する事務について，第1項の指定を受けた精神科病院に

入院中の者の処遇を確保する緊急の必要があると認める

ときは，都道府県知事に対し前項の事務を行うことを指示

することができる。 

第33条の8 第19条の9第2項の規定は前条第6項の規定によ

る処分をする場合について，第29条第3項の規定は精神科

病院の管理者が前条第1項又は第2項後段の規定による措

置を採る場合について準用する。 

（医療保護入院等のための移送） 

第34条 都道府県知事は，その指定する指定医による診察の

結果，精神障害者であり，かつ，直ちに入院させなければ

その者の医療及び保護を図る上で著しく支障がある者で

あって当該精神障害のために第20条の規定による入院が

行われる状態にないと判定されたものにつき，その家族等

〔則〕第16条の3 法第33条の7第5項の厚生労働省令で定め

る事項は，次の各号に掲げる届出の区分に応じ，それぞれ

当該各号に定める事項とする。 

一 法第33条の7第1項の規定による措置に係る届出 

イ 精神科病院の名称及び所在地 

ロ 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

ハ 入院年月日及び時刻 

ニ 病名及び症状 

ホ 法第20条の規定による入院が行われる状態にない

と判定した理由 

ヘ 診察した指定医の氏名 

ト 法第34条第3項の規定による移送の有無 

チ 医療及び保護を依頼した者の患者との関係 

二 法第33条の7第1項の規定による措置を採ろうとする

場合において，法同条第2項後段の規定による措置を採

った場合の当該措置に係る届出 

イ 診察した特定医師の氏名 

ロ 病名 

ハ 生活歴及び現病歴 

ニ 当該措置から12時間以内に法第33条の7第1項の規

定による診察をした指定医の氏名及び診察した日時 

ホ 前号の診察の結果，法第33条の7第1項の措置は必要

ないと認めたときは，その理由 
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のうちいずれかの者の同意があるときは，本人の同意がな

くてもその者を第33条第1項の規定による入院をさせるた

め第33条の7第1項に規定する精神科病院に移送すること

ができる。 

２ 都道府県知事は，前項に規定する精神障害者の家族等が

ない場合又はその家族等の全員がその意思を表示するこ

とができない場合において，その者の居住地を管轄する市

町村長の同意があるときは，本人の同意がなくてもその者

を第33条第3項の規定による入院をさせるため第33条の7

第1項に規定する精神科病院に移送することができる。 

３ 都道府県知事は，急速を要し，その者の家族等の同意を

得ることができない場合において，その指定する指定医の

診察の結果，その者が精神障害者であり，かつ，直ちに入

院させなければその者の医療及び保護を図る上で著しく

支障がある者であって当該精神障害のために第20条の規

定による入院が行われる状態にないと判定されたときは，

本人の同意がなくてもその者を第33条の7第1項の規定に

よる入院をさせるため同項に規定する精神科病院に移送

することができる。 

ヘ 前号イからハまで，ホ及びチに掲げる事項 

４ 第29条の2の2第2項及び第3項の規定は，前3項の規定に

よる移送を行う場合について準用する。 

 

〔則〕第17条 第8条〔法第29条の2の2関連〕の規定は，法

第34条第4項において準用する法第29条の2の2第2項の厚

生労働省令で定める事項について準用する。この場合にお

いて，第8条第三号中「法第29条の2の2第3項」とあるのは，

「法第34条第4項において準用する法第29条の2の2第3項」

と読み替えるものとする。 

第35条 削除 

第4節 精神科病院における処

遇等 

（処遇） 

 

第36条 精神科病院の管理者は，入院中の者につき，その医

療又は保護に欠くことのできない限度において，その行動

について必要な制限を行うことができる。 

２ 精神科病院の管理者は，前項の規定にかかわらず，信書

の発受の制限，都道府県その他の行政機関の職員との面会

の制限その他の行動の制限であって，厚生労働大臣があら

かじめ社会保障審議会の意見を聴いて定める行動の制限

については，これを行うことができない。 

３ 第1項の規定による行動の制限のうち，厚生労働大臣が

あらかじめ社会保障審議会の意見を聴いて定める患者の

隔離その他の行動の制限は，指定医が必要と認める場合で

なければ行うことができない。 

 

 

 

 

○「厚生労働大臣が定める行動の制限」＝精神保健及び精神

障害者福祉に関する法律第36条第2項の規定に基づき厚生

労働大臣が定める行動の制限（昭和63年厚生省告示第128

号） 

○「厚生労働大臣が定める患者の隔離その他の行動の制限」

＝精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第36条第3項

の規定に基づき厚生労働大臣が定める行動の制限（昭和63

年厚生省告示第129号） 

第37条 厚生労働大臣は，前条に定めるもののほか，精神科

病院に入院中の者の処遇について必要な基準を定めるこ

とができる。 

２ 前項の基準が定められたときは，精神科病院の管理者

は，その基準を遵守しなければならない。 

３ 厚生労働大臣は，第1項の基準を定めようとするときは，

あらかじめ，社会保障審議会の意見を聴かなければならな

い。 

○「精神科病院に入院中の者の処遇について必要な基準」＝

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第37条第1項の

規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（昭和63年厚生省

告示第130号） 
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（指定医の精神科病院の管理者への報告等） 

第37条の2 指定医は，その勤務する精神科病院に入院中の

者の処遇が第36条の規定に違反していると思料するとき

又は前条第1項の基準に適合していないと認めるときその

他精神科病院に入院中の者の処遇が著しく適当でないと

認めるときは，当該精神科病院の管理者にその旨を報告す

ること等により，当該管理者において当該精神科病院に入

院中の者の処遇の改善のために必要な措置が採られるよ

う努めなければならない。 

（相談，援助等） 

第38条 精神科病院その他の精神障害の医療を提供する施

設の管理者は，当該施設において医療を受ける精神障害者

の社会復帰の促進を図るため，当該施設の医師，看護師そ

の他の医療従事者による有機的な連携の確保に配慮しつ

つ，その者の相談に応じ，必要に応じて一般相談支援事業

を行う者と連携を図りながら，その者に必要な援助を行

い，及びその家族等その他の関係者との連絡調整を行うよ

うに努めなければならない。 

（定期の報告等） 

第38条の2 措置入院者を入院させている精神科病院又は指

定病院の管理者は，措置入院者の症状その他厚生労働省令

で定める事項（以下この項において「報告事項」という。）

を，厚生労働省令で定めるところにより，定期に，最寄り

の保健所長を経て都道府県知事に報告しなければならな

い。この場合においては，報告事項のうち厚生労働省令で

定める事項については，指定医による診察の結果に基づく

ものでなければならない。 

 

〔則〕第19条 法第38条の2第1項前段の厚生労働省令で定め

る事項は，次のとおりとする。 

一 精神科病院の名称及び所在地 

二 患者の住所，氏名，性別及び生年月日 

三 入院年月日及び前回の法第38条の2第1項前段の規定

による報告の年月日 

四 病名及び過去6月間（入院年月日から起算して6月を経

過するまでの間は，過去3月間）の病状又は状態像の経

過の概要 

五 処遇に関する事項 

六 生活歴及び現病歴 

七 過去6月間の法第40条の規定による措置の状況 

八 今後の治療方針 

九 診察年月日及び診察した指定医の氏名 

２ 法第38条の2第1項後段の厚生労働省令で定める事項は，

次のとおりとする。 

一 症状 

二 前項第四号，第六号及び第八号に掲げる事項 

３ 法第38条の2第1項前段の規定による報告は，法第29条第

1項の規定による措置が採られた日の属する月の翌月を初

月とする同月以後の6月ごとの各月に行わなければならな

い。ただし，入院年月日から起算して6月を経過するまで

の間は，3月ごとの各月に行わなければならない。 

２ 前項の規定は，医療保護入院者を入院させている精神科

病院の管理者について準用する。この場合において，同項

中「措置入院者」とあるのは，「医療保護入院者」と読み

替えるものとする。 

 

〔則〕第20条 法第38条の2第2項において準用する同条第1

項前段の厚生労働省令で定める事項は，次のとおりとす

る。 

一 入院年月日及び前回の法第38条の2第2項において準

用する同条第1項前段の規定による報告の年月日 

二 病名及び過去12月間の病状又は状態像の経過の概要 

三 過去12月間の外泊の状況 

四 法第20条の規定による入院が行われる状態にないか

どうかの検討 
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五 退院に向けた取組の状況 

六 退院後生活環境相談員の氏名 

七 前条第1項第一号，第二号，第六号，第八号及び第九

号に掲げる事項 

２ 法第38条の2第2項において準用する同条第1項後段の厚

生労働省令で定める事項は，次のとおりとする。 

一 症状 

二 前項第二号及び第四号並びに前条第1項第六号及び第

八号に掲げる事項 

３ 法第38条の2第2項において準用する同条第1項前段の規

定による報告は，法第33条第1項又は第3項の規定による措

置が採られた日の属する月の翌月を初月とする同月以後

の12月ごとの各月に行わなければならない。 

３ 都道府県知事は，条例で定めるところにより，精神科病

院の管理者（第38条の7第1項，第2項又は第4項の規定によ

る命令を受けた者であって，当該命令を受けた日から起算

して厚生労働省令で定める期間を経過しないものその他

これに準ずる者として厚生労働省令で定めるものに限

る。）に対し，当該精神科病院に入院中の任意入院者（厚

生労働省令で定める基準に該当する者に限る。）の症状そ

の他厚生労働省令で定める事項について報告を求めるこ

とができる。 

 

〔則〕第20条の2 法第38条の2第3項の厚生労働省令で定め

る期間は，5年間とする。 

〔則〕第20条の3 法第38条の2第3項の厚生労働省令で定め

る者は，法第38条の7第1項の規定による命令を受けた後，

相当の期間を経過してもなお当該精神科病院に入院中の

者の処遇が改善されないと認められる者とする。 

〔則〕第20条の4 法第38条の2第3項の厚生労働省令で定め

る基準は，法第20条の規定により入院している者が次に掲

げる要件のいずれかを満たすこととする。 

一 入院後1年以上経過していること。 

二 入院後6月を経過するまでの間に法第36条第3項に規

定する行動の制限を受けたこと又は夜間以外の時間帯

に病院から自由に外出することを制限されたこと（前号

に該当する場合を除く。）。 

〔則〕第20条の5 法第38条の2第3項の厚生労働省令で定め

る事項は，次のとおりとする。 

一 入院年月日及び前回の法第38条の2第3項の規定によ

る報告の年月日 

二 診察年月日及び診察した医師の氏名 

三 第19条第1項第一号，第二号，第六号及び第八号並び

に第20条第1項第二号及び第三号に掲げる事項 

（定期の報告等による審査） 

第38条の3 都道府県知事は，前条第1項若しくは第2項の規

定による報告又は第33条第7項の規定による届出（同条第1

項又は第3項の規定による措置に係るものに限る。）があ

ったときは，当該報告又は届出に係る入院中の者の症状そ

の他厚生労働省令で定める事項を精神医療審査会に通知

し，当該入院中の者についてその入院の必要があるかどう

かに関し審査を求めなければならない。 

２ 精神医療審査会は，前項の規定により審査を求められた

ときは，当該審査に係る入院中の者についてその入院の必

要があるかどうかに関し審査を行い，その結果を都道府県

知事に通知しなければならない。 

３ 精神医療審査会は，前項の審査をするに当たって必要が

あると認めるときは，当該審査に係る入院中の者に対して

意見を求め，若しくはその者の同意を得て委員（指定医で

ある者に限る。第38条の5第4項において同じ。）に診察さ

〔則〕第21条 法第38条の3第1項及び第5項の厚生労働省令

で定める事項は，次の各号に掲げる報告又は届出の区分に

応じ，それぞれ当該各号に定める事項とする。 

一 法第38条の2第1項前段の規定による報告 第19条第1

項各号に掲げる事項 

二 法第38条の2第2項において準用する同条第1項前段の

規定による報告 第20条第1項各号に掲げる事項 

三 法第33条第7項の規定による届出 第13条の4第一号

イからヲまでに掲げる事項 

四 法第38条の2第3項の規定による報告 第20条の5各号

に掲げる事項 
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せ，又はその者が入院している精神科病院の管理者その他

関係者に対して報告若しくは意見を求め，診療録その他の

帳簿書類の提出を命じ，若しくは出頭を命じて審問するこ

とができる。 

４ 都道府県知事は，第2項の規定により通知された精神医

療審査会の審査の結果に基づき，その入院が必要でないと

認められた者を退院させ，又は精神科病院の管理者に対し

その者を退院させることを命じなければならない。 

５ 都道府県知事は，第1項に定めるもののほか，前条第3項

の規定による報告を受けたときは，当該報告に係る入院中

の者の症状その他厚生労働省令で定める事項を精神医療

審査会に通知し，当該入院中の者についてその入院の必要

があるかどうかに関し審査を求めることができる。 

６ 第2項及び第3項の規定は，前項の規定により都道府県知

事が審査を求めた場合について準用する。 

（退院等の請求） 

第38条の4 精神科病院に入院中の者又はその家族等（その

家族等がない場合又はその家族等の全員がその意思を表

示することができない場合にあっては，その者の居住地を

管轄する市町村長）は，厚生労働省令で定めるところによ

り，都道府県知事に対し，当該入院中の者を退院させ，又

は精神科病院の管理者に対し，その者を退院させることを

命じ，若しくはその者の処遇の改善のために必要な措置を

採ることを命じることを求めることができる。 

（退院等の請求による審査） 

第38条の5 都道府県知事は，前条の規定による請求を受け

たときは，当該請求の内容を精神医療審査会に通知し，当

該請求に係る入院中の者について，その入院の必要がある

かどうか，又はその処遇が適当であるかどうかに関し審査

を求めなければならない。 

２ 精神医療審査会は，前項の規定により審査を求められた

ときは，当該審査に係る者について，その入院の必要があ

るかどうか，又はその処遇が適当であるかどうかに関し審

査を行い，その結果を都道府県知事に通知しなければなら

ない。 

３ 精神医療審査会は，前項の審査をするに当たっては，当

該審査に係る前条の規定による請求をした者及び当該審

査に係る入院中の者が入院している精神科病院の管理者

の意見を聴かなければならない。ただし，精神医療審査会

がこれらの者の意見を聴く必要がないと特に認めたとき

は，この限りでない。 

４ 精神医療審査会は，前項に定めるもののほか，第2項の

審査をするに当たって必要があると認めるときは，当該審

査に係る入院中の者の同意を得て委員に診察させ，又はそ

の者が入院している精神科病院の管理者その他関係者に

対して報告を求め，診療録その他の帳簿書類の提出を命

じ，若しくは出頭を命じて審問することができる。 

５ 都道府県知事は，第2項の規定により通知された精神医

療審査会の審査の結果に基づき，その入院が必要でないと

認められた者を退院させ，又は当該精神科病院の管理者に

〔則〕第22条 法第38条の4の規定による請求は，次に掲げ

る事項に関し申し立てることにより行うものとする。 

一 患者の住所，氏名及び生年月日 

二 請求人が患者本人でない場合にあっては，その者の住

所，氏名及び患者との続柄 

三 患者が入院している精神科病院の名称 

四 請求の趣旨及び理由 

五 請求年月日 
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対しその者を退院させることを命じ若しくはその者の処

遇の改善のために必要な措置を採ることを命じなければ

ならない。 

６ 都道府県知事は，前条の規定による請求をした者に対

し，当該請求に係る精神医療審査会の審査の結果及びこれ

に基づき採った措置を通知しなければならない。 

（報告徴収等） 

第38条の6 厚生労働大臣又は都道府県知事は，必要がある

と認めるときは，精神科病院の管理者に対し，当該精神科

病院に入院中の者の症状若しくは処遇に関し，報告を求

め，若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示

を命じ，当該職員若しくはその指定する指定医に，精神科

病院に立ち入り，これらの事項に関し，診療録その他の帳

簿書類（その作成又は保存に代えて電磁的記録の作成又は

保存がされている場合における当該電磁的記録を含む。）

を検査させ，若しくは当該精神科病院に入院中の者その他

の関係者に質問させ，又はその指定する指定医に，精神科

病院に立ち入り，当該精神科病院に入院中の者を診察させ

ることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は，必要があると認める

ときは，精神科病院の管理者，精神科病院に入院中の者又

は第33条第1項，第3項若しくは第4項の規定による入院に

ついて同意をした者に対し，この法律による入院に必要な

手続に関し，報告を求め，又は帳簿書類の提出若しくは提

示を命じることができる。 

３ 第19条の6の16第2項及び第3項の規定は，第1項の規定に

よる立入検査，質問又は診察について準用する。この場合

において，同条第2項中「前項」とあるのは「第38条の6第

1項」と，「当該職員」とあるのは「当該職員及び指定医」

と，同条第3項中「第1項」とあるのは「第38条の6第1項」

と読み替えるものとする。 

（改善命令等） 

第38条の7 厚生労働大臣又は都道府県知事は，精神科病院

に入院中の者の処遇が第36条の規定に違反していると認

めるとき又は第37条第1項の基準に適合していないと認め

るときその他精神科病院に入院中の者の処遇が著しく適

当でないと認めるときは，当該精神科病院の管理者に対

し，措置を講ずべき事項及び期限を示して，処遇を確保す

るための改善計画の提出を求め，若しくは提出された改善

計画の変更を命じ，又はその処遇の改善のために必要な措

置を採ることを命ずることができる。 

２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は，必要があると認める

ときは，第21条第3項の規定により入院している者又は第

33条第1項，第3項若しくは第4項若しくは第33条の7第1項

若しくは第2項の規定により入院した者について，その指

定する2人以上の指定医に診察させ，各指定医の診察の結

果がその入院を継続する必要があることに一致しない場

合又はこれらの者の入院がこの法律若しくはこの法律に

基づく命令に違反して行われた場合には，これらの者が入

院している精神科病院の管理者に対し，その者を退院させ

〔則〕第7条【法第27条関係】 

 

- 30 -



精神障害者福祉法 

 
 

ることを命ずることができる。 

３ 都道府県知事は，前2項の規定による命令をした場合に

おいて，その命令を受けた精神科病院の管理者がこれに従

わなかったときは，その旨を公表することができる。 

４ 厚生労働大臣又は都道府県知事は，精神科病院の管理者

が第1項又は第2項の規定による命令に従わないときは，当

該精神科病院の管理者に対し，期間を定めて第21条第1項，

第33条第1項，第3項及び第4項並びに第33条の7第1項及び

第2項の規定による精神障害者の入院に係る医療の提供の

全部又は一部を制限することを命ずることができる。 

５ 都道府県知事は，前項の規定による命令をした場合にお

いては，その旨を公示しなければならない。 

（無断退去者に対する措置） 

第39条 精神科病院の管理者は，入院中の者で自身を傷つけ

又は他人に害を及ぼすおそれのあるものが無断で退去し

その行方が不明になったときは，所轄の警察署長に次の事

項を通知してその探索を求めなければならない。 

一 退去者の住所，氏名，性別及び生年月日 

二 退去の年月日及び時刻 

三 症状の概要 

四 退去者を発見するために参考となるべき人相，服装そ

の他の事項 

五 入院年月日 

六 退去者の家族等又はこれに準ずる者の住所，氏名その

他厚生労働省令で定める事項 

２ 警察官は，前項の探索を求められた者を発見したとき

は，直ちに，その旨を当該精神科病院の管理者に通知しな

ければならない。この場合において，警察官は，当該精神

科病院の管理者がその者を引き取るまでの間，24時間を限

り，その者を，警察署，病院，救護施設等の精神障害者を

保護するのに適当な場所に，保護することができる。 

（仮退院） 

第40条 第29条第1項に規定する精神科病院又は指定病院の

管理者は，指定医による診察の結果，措置入院者の症状に

照らしその者を一時退院させて経過を見ることが適当で

あると認めるときは，都道府県知事の許可を得て，6月を

超えない期間を限り仮に退院させることができる。 

第5節 雑則 

（指針） 

〔則〕第22条の2 法第39条第1項第六号の厚生労働省令で定

める事項は，退去者が同項第五号に掲げる入院年月日より

前に障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第5条第1項に規定する障害福祉サービス（次条

第六号において「障害福祉サービス」という。）を利用し

ていた場合における当該障害福祉サービスに係る事業を

行う者の名称，所在地及び連絡先とする。 

 

第41条 厚生労働大臣は，精神障害者の障害の特性その他の

心身の状態に応じた良質かつ適切な精神障害者に対する

医療の提供を確保するための指針（以下この条において

「指針」という。）を定めなければならない。 

２ 指針に定める事項は，次のとおりとする。 

一 精神病床（病院の病床のうち，精神疾患を有する者を

入院させるためのものをいう。）の機能分化に関する事

項 

二 精神障害者の居宅等（居宅その他の厚生労働省令で定

める場所をいう。）における保健医療サービス及び福祉

○「精神障害者の障害の特性その他の心身の状態に応じた良

質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保する

ための指針」＝良質かつ適切な精神障害者に対する医療の

提供を確保するための指針（平成26年厚生労働省告示第65

号） 

〔則〕第22条の3 法第41条第2項第二号の厚生労働省令で定

める場所は，次に掲げる場所とする。 

一 精神障害者の居宅 

二 法第6条第1項に規定する精神保健福祉センター 

三 地域保健法（昭和22年法律第101号）第5条第1項に規
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サービスの提供に関する事項 

三 精神障害者に対する医療の提供に当たっての医師，看

護師その他の医療従事者と精神保健福祉士その他の精

神障害者の保健及び福祉に関する専門的知識を有する

者との連携に関する事項 

四 その他良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提

供の確保に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は，指針を定め，又はこれを変更したとき

は，遅滞なく，これを公表しなければならない。 

第42条 削除 

（刑事事件に関する手続等との関係） 

第43条 この章の規定は，精神障害者又はその疑いのある者

について，刑事事件若しくは少年の保護事件の処理に関す

る法令の規定による手続を行ない，又は刑若しくは補導処

分若しくは保護処分の執行のためこれらの者を矯正施設

に収容することを妨げるものではない。 

２ 第24条，第26条及び第27条の規定を除くほか，この章の

規定は矯正施設に収容中の者には適用しない。 

定する保健所 

四 医療法（昭和23年法律第205号）第1条の5第1項に規定

する病院及び同条第2項に規定する診療所（入院してい

る精神障害者のみに対して医療を提供する場所を除

く。） 

五 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律第5条第17項に規定する共同生活援助を行う

住居 

六 前各号に掲げるもののほか，精神障害者に対して保健

医療サービス及び福祉サービスを提供する場所 

（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に係る手

続等との関係） 

第44条 この章の規定は，心神喪失等の状態で重大な他害行

為を行った者の医療及び観察等に関する法律の対象者に

ついて，同法又は同法に基づく命令の規定による手続又は

処分をすることを妨げるものではない。 

２ 前各節の規定は，心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律第34条第1項前段

若しくは第60条第1項前段の命令若しくは第37条第5項前

段若しくは第62条第2項前段の決定により入院している者

又は同法第42条第1項第一号若しくは第61条第1項第一号

の決定により指定入院医療機関に入院している者につい

ては，適用しない。 

 

第6章 保健及び福祉 

第1節 精神障害者保健福祉手

帳 

（精神障害者保健福祉手帳） 

第45条 精神障害者（知的障害者を除く。以下この章及び次

章において同じ。）は，厚生労働省令で定める書類を添え

て，その居住地（居住地を有しないときは，その現在地）

の都道府県知事に精神障害者保健福祉手帳の交付を申請

することができる。 

 

 

 
〔令〕第5条 法第45条第1項の規定による精神障害者保健福

祉手帳の交付の申請は，精神障害者の居住地（居住地を有

しないときは，その現在地。以下同じ。）を管轄する市町

村長（特別区の長を含む。以下同じ。）を経由して行わな

ければならない。 

〔則〕第23条 法第45条第1項の規定による精神障害者保健

福祉手帳の交付の申請をしようとする精神障害者は，次の

各号に掲げる事項を記載した申請書を，その居住地（居住

地を有しないときは，その現在地。以下この条及び第30条

において同じ。）の都道府県知事（地方自治法（昭和22年

法律第67号）第252条の19第1項の指定都市（以下この条に

おいて「指定都市」という。）においては，指定都市の長。

この条及び第30条において同じ。）に提出しなければなら
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ない。 

一 当該申請に係る精神障害者の氏名，住所，生年月日，

個人番号（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第

2条第5項に規定する個人番号をいう。第26条及び第30条

において同じ。）及び連絡先 

二 当該申請に係る精神障害者が18歳未満である場合に

おいては，当該精神障害者の親権を行う者，未成年後見

人その他の者で，当該精神障害者を現に監護する者の氏

名，住所，連絡先及び当該精神障害者との続柄 

２ 法第45条第1項の厚生労働省令で定める書類は，第一号

又は第二号に掲げる書類及び第3号に掲げる書類とする。

ただし，都道府県知事は，当該書類により証明すべき事実

を公簿等によつて確認することができるときは，当該書類

を省略させることができる。 

一 指定医その他精神障害の診断又は治療に従事する医

師の診断書（初めて医師の診療を受けた日から起算して

6月を経過した日以後における診断書に限る。） 

二 次に掲げる精神障害を支給事由とする給付を現に受

けていることを証する書類の写し 

イ 国民年金法（昭和34年法律第141号）による障害基

礎年金及び国民年金法等の一部を改正する法律（昭和

60年法律第34号。以下「昭和60年改正法」という。）

第1条の規定による改正前の国民年金法による障害年

金 

ロ 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）による障

害厚生年金及び昭和60年改正法第3条の規定による改

正前の厚生年金保険法による障害年金 

ハ 昭和60年改正法第5条の規定による改正前の船員保

険法（昭和14年法律第73号）による障害年金（職務外

の事由によるものに限る。） 

ニ 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金

保険法等の一部を改正する法律（平成24年法律第63

号。以下この号において「平成24年一元化法」という。）

附則第36条第5項に規定する改正前国共済法による職

域加算額のうち障害を給付事由とするもの及び平成

24年一元化法附則第37条第1項に規定する給付のうち

障害を給付事由とするもの 

ホ 平成24年一元化法附則第41条第1項の規定による障

害共済年金 

ヘ 平成24年一元化法附則第60条第5項に規定する改正

前地共済法による職域加算額のうち障害を給付事由

とするもの及び平成24年一元化法附則第61条第1項に

規定する給付のうち障害を給付事由とするもの 

ト 平成24年一元化法附則第65条第1項の規定による障

害共済年金 

チ 平成24年一元化法附則第78条第3項に規定する改正

前私学共済法による年金である給付のうち障害を給

付事由とするもの及び平成24年一元化法附則第79条

に規定する給付のうち障害を給付事由とするもの 
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リ 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合

制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合

法等を廃止する等の法律（平成13年法律第101号。以

下この号において「平成13年統合法」という。）附則

第16条第1項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた同法附則第2条第1項第一号に規定する廃止

前農林共済法による障害共済年金及び平成13年統合

法附則第16条第2項の規定によりなおその効力を有す

るものとされた同法附則第2条第1項第五号に規定す

る旧制度農林共済法による障害年金並びに平成13年

統合法附則第25条第4項第十一号に規定する特例障害

農林年金 

ヌ 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関す

る法律（平成16年法律第166号）に基づく特別障害給

付金 

三 精神障害者の写真 

２ 都道府県知事は，前項の申請に基づいて審査し，申請者

が政令で定める精神障害の状態にあると認めたときは，申

請者に精神障害者保健福祉手帳を交付しなければならな

い。 

３ 前項の規定による審査の結果，申請者が同項の政令で定

める精神障害の状態にないと認めたときは，都道府県知事

は，理由を付して，その旨を申請者に通知しなければなら

ない。 

〔令〕第6条 法第45条第2項に規定する政令で定める精神障

害の状態は，第3項に規定する障害等級に該当する程度の

ものとする。 

２ 精神障害者保健福祉手帳には，次項に規定する障害等級

を記載するものとする。 

３ 障害等級は，障害の程度に応じて重度のものから一級，

二級及び三級とし，各級の障害の状態は，それぞれ次の表

の下〔右〕欄に定めるとおりとする。 

障害等級 精神障害の状態 

一級 日常生活の用を弁ずることを不能ならし

める程度のもの 

二級 日常生活が著しい制限を受けるか，又は日

常生活に著しい制限を加えることを必要

とする程度のもの 

三級 日常生活若しくは社会生活が制限を受け

るか，又は日常生活若しくは社会生活に制

限を加えることを必要とする程度のもの 

〔令〕第6条の2 法第45条第2項の規定による精神障害者保

健福祉手帳の交付は，その申請を受理した市町村長を経由

して行わなければならない。 

〔則〕第25条 精神障害者保健福祉手帳に記載すべき事項

は，次のとおりとする。 

一 精神障害者の氏名，現住所及び生年月日 

二 精神障害者保健福祉手帳の交付番号，交付年月日及び

有効期限 

２ 精神障害者保健福祉手帳には，やむを得ない理由がある

場合を除き，当該精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた

者の写真を表示するものとする。 

〔令〕第7条 都道府県知事は，当該都道府県の区域に居住

地を有する精神障害者に係る精神障害者保健福祉手帳交

付台帳を備え，厚生労働省令で定めるところにより，精神

障害者保健福祉手帳の交付に関する事項を記載しなけれ

ばならない。 

２ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は，氏名を変
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更したとき，又は同一の都道府県の区域内において居住地

を移したときは，30日以内に，精神障害者保健福祉手帳を

添えて，その居住地を管轄する市町村長を経由して，都道

府県知事にその旨を届け出なければならない。 

３ 前項の規定による届出があったときは，その市町村長

は，その精神障害者保健福祉手帳にその旨を記載するとと

もに，その者に返還しなければならない。 

４ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は，他の都道

府県の区域に居住地を移したときは，30日以内に，新居住

地を管轄する市町村長を経由して，新居住地の都道府県知

事にその旨を届け出なければならない。 

５ 都道府県知事は，前項の届出を受理したときは，旧居住

地の都道府県知事にその旨を通知するとともに，新居住地

を管轄する市町村長を経由して，旧居住地の都道府県知事

が交付した精神障害者保健福祉手帳と引換えに，新たな精

神障害者保健福祉手帳をその者に交付しなければならな

い。 

６ 都道府県知事は，次に掲げる場合には，精神障害者保健

福祉手帳交付台帳から，その精神障害者保健福祉手帳に関

する記載事項を消除しなければならない。 

一 法第45条の2第1項若しくは第10条の2第1項の規定に

よる精神障害者保健福祉手帳の返還を受けたとき，又は

同項の規定による精神障害者保健福祉手帳の返還がな

く，かつ，精神障害者本人が死亡した事実が判明したと

き。 

二 法第45条の2第3項の規定により精神障害者保健福祉

手帳の返還を命じたとき。 

三 前項の規定による通知を受けたとき。 

〔則〕第26条 令第7条第1項の規定により精神障害者保健福

祉手帳交付台帳に記載すべき事項は，次のとおりとする。 

一 精神障害者の氏名，住所，生年月日及び個人番号 

二 障害等級 

三 精神障害者保健福祉手帳の交付番号，交付年月日及び

有効期限 

四 精神障害者保健福祉手帳の再交付をしたときは，その

年月日及び理由 

４ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は，厚生労働

省令で定めるところにより，2年ごとに，第2項の政令で定

める精神障害の状態にあることについて，都道府県知事の

認定を受けなければならない。 

５ 第3項の規定は，前項の認定について準用する。 

６ 前各項に定めるもののほか，精神障害者保健福祉手帳に

関し必要な事項は，政令で定める。 

（精神障害者保健福祉手帳の返還等） 

第45条の2 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は，

前条第2項の政令で定める精神障害の状態がなくなったと

きは，速やかに精神障害者保健福祉手帳を都道府県に返還

しなければならない。 

２ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は，精神障害

者保健福祉手帳を譲渡し，又は貸与してはならない。 

〔令〕第8条 法第45条第4項の規定による認定の申請は，そ

の居住地を管轄する市町村長を経由して行わなければな

らない。 

２ 都道府県知事は，前項の規定による申請を行った者が第

6条第3項で定める精神障害の状態であると認めたときは，

厚生労働省令で定めるところにより，その申請を受理した

市町村長においてその者の精神障害者保健福祉手帳に必

要な事項を記載した後に当該精神障害者保健福祉手帳を

その者に返還し，又は先に交付した精神障害者保健福祉手

帳と引換えに新たな精神障害者保健福祉手帳をその者に

交付しなければならない。 

３ 前項の規定による新たな精神障害者保健福祉手帳の交

付は，その申請を受理した市町村長を経由して行わなけれ

ばならない。 
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３ 都道府県知事は，精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

た者について，前条第2項の政令で定める状態がなくなっ

たと認めるときは，その者に対し精神障害者保健福祉手帳

の返還を命ずることができる。 

４ 都道府県知事は，前項の規定により，精神障害者保健福

祉手帳の返還を命じようとするときは，あらかじめその指

定する指定医をして診察させなければならない。 

５ 前条第3項の規定は，第3項の認定について準用する。 

 

〔則〕第28条 法第45条第4項の規定による政令で定める精

神障害の状態にあることについての認定の申請は，第23条

の規定を準用する。 

２ 前項の申請は，精神障害者保健福祉手帳に記載された有

効期限の到来する日の3月前から行うことができる。 

〔令〕第9条 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者は，

その精神障害の状態が精神障害者保健福祉手帳に記載さ

れた障害等級以外の障害等級に該当するに至ったときは，

障害等級の変更の申請を行うことができる。 

２ 都道府県知事は，前項の申請を行った者の精神障害の状

態が精神障害者保健福祉手帳に記載された障害等級以外

の障害等級に該当するに至ったと認めたときは，先に交付

した精神障害者保健福祉手帳と引換えに，新たな精神障害

者保健福祉手帳をその者に交付しなければならない。 

３ 第1項の規定による申請及び前項の規定による精神障害

者保健福祉手帳の交付は，その居住地を管轄する市町村長

を経由して行わなければならない。 

〔則〕第29条 令第9条第1項の規定による障害等級の変更の

申請については，前条第1項の規定を準用する。 

〔令〕第10条 都道府県知事は，精神障害者保健福祉手帳を

破り，汚し，又は失った者から精神障害者保健福祉手帳の

再交付の申請があったときは，精神障害者保健福祉手帳を

交付しなければならない。 

２ 精神障害者保健福祉手帳を失った者が，前項の規定によ

り精神障害者保健福祉手帳の再交付を受けた後，失った精

神障害者保健福祉手帳を発見したときは，速やかにこれを

居住地の都道府県知事に返還しなければならない。 

３ 第1項の規定による精神障害者保健福祉手帳の申請及び

交付並びに前項の規定による精神障害者保健福祉手帳の

返還は，その居住地を管轄する市町村長を経由して行わな

ければならない。 

〔則〕第30条 令第10条第1項の規定による精神障害者保健

福祉手帳の再交付の申請をしようとする精神障害者は，第

1号に掲げる事項を記載した申請書を，その居住地の都道

府県知事に提出しなければならない。ただし，当該申請を

行う精神障害者が当該精神障害者に係る第2号に掲げる書

類を提示する場合の申請書については，当該精神障害者の

個人番号を記載することを要しない。 

 一 次に掲げる事項 

  イ 当該申請に係る精神障害者の氏名，住所，生年月日，

個人番号及び先に交付を受けた精神障害者保健福祉

手帳の交付番号 

  ロ 申請の理由 

二 氏名及び生年月日又は住所（以下この号において「個

人識別事項」という。）が記載された書類であって，次

に掲げるもののいずれかに該当するもの 

 イ 行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律による個人番号カード，道路

交通法（昭和35年法律第105号）による運転免許証若

しくは運転経歴証明書（交付年月日が平成24年4月1日
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以降のものに限る。），旅券法（昭和26年法律第267

号）による旅券，身体障害者福祉法（昭和24年法律第

283号）による身体障害者手帳，精神障害者保健福祉

手帳，療育手帳（知的障害者の福祉の充実を図るため，

児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的

障害と判定された者に対して支給される手帳で，その

者の障害の程度その他の事項の記載があるものをい

う。），出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第

319号）による在留カード又は日本国との平和条約に

基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関

する特例法（平成3年法律第71号）による特別永住者

証明書 

  ロ イに掲げるもののほか，官公署から発行され，又は

発給された書類その他これに類する書類であって，写

真の表示その他の当該書類に施された措置によって，

当該精神障害者が当該書類に記載された個人識別事

項により識別される特定の個人と同一の者であるこ

とを確認することができるものとして都道府県知事

が適当と認めるもの 

 ハ 医療保険各法（健康保険法（大正11年法律第70号），

船員保険法，国民健康保険法（昭和33年法律第192号），

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80

号），国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号），

地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号）及

び私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号）を

いう。）による被保険者証（健康保険法による日雇特

例被保険者手帳（健康保険印紙を貼り付けるべき余白

があるものに限る。）を含む。），組合員証若しくは

加入者証（組合員証及び加入者証については，被扶養

者証を含む。），介護保険法による被保険者証，国民

年金法による国民年金手帳，児童扶養手当法（昭和36

年法律第238号）による児童扶養手当証書，特別児童

扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134

号）による特別児童扶養手当証書又は官公署から発行

され，若しくは発給された書類その他これに類する書

類であって都道府県知事が適当と認めるもののうち2

以上の書類 

２ 都道府県知事は，精神障害者保健福祉手帳を破り，又は

汚した者に対する令第10条第1項の規定による精神障害者

保健福祉手帳の再交付については，先に交付した精神障害

者保健福祉手帳と引換えに行わなければならない。 

〔令〕第10条の2 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた

者が死亡したときは，戸籍法（昭和22年法律第224号）の

規定による届出義務者は，速やかに当該精神障害者保健福

祉手帳を都道府県知事に返還しなければならない。 

２ 法第45条の2第1項又は前項の規定による精神障害者保

健福祉手帳の返還は，当該精神障害者保健福祉手帳に記載

された居住地を管轄する市町村長を経由して行わなけれ

ばならない。 

〔令〕第11条 第6条から前条までに定めるもののほか，精
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神障害者保健福祉手帳について必要な事項は，厚生労働省

令で定める。 

第2節 相談指導等 

（正しい知識の普及） 

第46条 都道府県及び市町村は，精神障害についての正しい

知識の普及のための広報活動等を通じて，精神障害者の社

会復帰及びその自立と社会経済活動への参加に対する地

域住民の関心と理解を深めるように努めなければならな

い。 

（相談指導等） 

第47条 都道府県，保健所を設置する市又は特別区（以下「都

道府県等」という。）は，必要に応じて，次条第1項に規

定する精神保健福祉相談員その他の職員又は都道府県知

事若しくは保健所を設置する市若しくは特別区の長（以下

「都道府県知事等」という。）が指定した医師をして，精

神保健及び精神障害者の福祉に関し，精神障害者及びその

家族等その他の関係者からの相談に応じさせ，及びこれら

の者を指導させなければならない。 

２ 都道府県等は，必要に応じて，医療を必要とする精神障

害者に対し，その精神障害の状態に応じた適切な医療施設

を紹介しなければならない。 

３ 市町村（保健所を設置する市を除く。次項において同

じ。）は，前2項の規定により都道府県が行う精神障害者

に関する事務に必要な協力をするとともに，必要に応じ

て，精神障害者の福祉に関し，精神障害者及びその家族等

その他の関係者からの相談に応じ，及びこれらの者を指導

しなければならない。 

４ 市町村は，前項に定めるもののほか，必要に応じて，精

神保健に関し，精神障害者及びその家族等その他の関係者

からの相談に応じ，及びこれらの者を指導するように努め

なければならない。 

５ 市町村，精神保健福祉センター及び保健所は，精神保健

及び精神障害者の福祉に関し，精神障害者及びその家族等

その他の関係者からの相談に応じ，又はこれらの者へ指導

を行うに当たっては，相互に，及び福祉事務所（社会福祉

法（昭和26年法律第45号）に定める福祉に関する事務所を

いう。）その他の関係行政機関と密接な連携を図るよう努

めなければならない。 

（精神保健福祉相談員） 

第48条 都道府県及び市町村は，精神保健福祉センター及び

保健所その他これらに準ずる施設に，精神保健及び精神障

害者の福祉に関する相談に応じ，並びに精神障害者及びそ

の家族等その他の関係者を訪問して必要な指導を行うた

めの職員（次項において「精神保健福祉相談員」という。）

を置くことができる。 
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２ 精神保健福祉相談員は，精神保健福祉士その他政令で定

める資格を有する者のうちから，都道府県知事又は市町村

長が任命する。 

（事業の利用の調整等） 

第49条 市町村は，精神障害者から求めがあったときは，当

該精神障害者の希望，精神障害の状態，社会復帰の促進及

び自立と社会経済活動への参加の促進のために必要な指

導及び訓練その他の援助の内容等を勘案し，当該精神障害

者が最も適切な障害福祉サービス事業の利用ができるよ

う，相談に応じ，必要な助言を行うものとする。この場合

において，市町村は，当該事務を一般相談支援事業又は特

定相談支援事業を行う者に委託することができる。 

２ 市町村は，前項の助言を受けた精神障害者から求めがあ

った場合には，必要に応じて，障害福祉サービス事業の利 

〔令〕第12条 法第48条第2項に規定する政令で定める資格

を有する者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学にお

いて社会福祉に関する科目又は心理学の課程を修めて

卒業した者（当該科目又は当該課程を修めて同法に基づ

く専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）であっ

て，精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識及び経

験を有するもの 

二 医師 

三 厚生労働大臣が指定した講習会の課程を修了した保

健師であって，精神保健及び精神障害者の福祉に関する

経験を有するもの 

四 前3号に準ずる者であって，精神保健福祉相談員とし

て必要な知識及び経験を有するもの 

用についてあっせん又は調整を行うとともに，必要に応じ

て，障害福祉サービス事業を行う者に対し，当該精神障害

者の利用についての要請を行うものとする。 

３ 都道府県は，前項の規定により市町村が行うあっせん，

調整及び要請に関し，その設置する保健所による技術的事

項についての協力その他市町村に対する必要な援助及び

市町村相互間の連絡調整を行う。 

４ 障害福祉サービス事業を行う者は，第2項のあっせん，

調整及び要請に対し，できる限り協力しなければならな

い。 

第50条 削除 

第51条 削除 

 

第7章 精神障害者社会復帰促進センター 
（指定等） 

第51条の2 厚生労働大臣は，精神障害者の社会復帰の促進

を図るための訓練及び指導等に関する研究開発を行うこ

と等により精神障害者の社会復帰を促進することを目的

とする一般社団法人又は一般財団法人であって，次条に規

定する業務を適正かつ確実に行うことができると認めら

れるものを，その申請により，全国を通じて1個に限り，

精神障害者社会復帰促進センター（以下「センター」とい

う。）として指定することができる。 

２ 厚生労働大臣は，前項の規定による指定をしたときは，

センターの名称，住所及び事務所の所在地を公示しなけれ

ばならない。 

３ センターは，その名称，住所又は事務所の所在地を変更

しようとするときは，あらかじめ，その旨を厚生労働大臣

に届け出なければならない。 

４ 厚生労働大臣は，前項の規定による届出があったとき

は，当該届出に係る事項を公示しなければならない。 

（業務） 

第51条の3 センターは，次に掲げる業務を行うものとする。 

一 精神障害者の社会復帰の促進に資するための啓発活

動及び広報活動を行うこと。 

〔則〕第35条 法第51条の2第1項の規定により指定を受けよ

うとする法人は，次の事項を記載した申請書を厚生労働大

臣に提出しなければならない。 

一 名称，住所及び事務所の所在地 

二 代表者の氏名 

２ 前項の申請書には，次に掲げる書面を添付しなければな

らない。 

一 定款 

二 登記事項証明書 

三 役員の氏名，住所及び略歴を記載した書面 

四 法第51条の3各号に掲げる業務の実施に関する基本的

な計画 

五 資産の総額並びにその種類及びこれを証する書類 

〔則〕第36条 法第51条の2第1項に規定する精神障害者社会

復帰促進センター（以下「センター」という。）は，同条

第3項の規定により届出をしようとするときは，次の事項

を記載した書面を厚生労働大臣に提出しなければならな

い。 

一 変更後の名称，住所又は事務所の所在地 

二 変更しようとする年月日 

三 変更の理由 

- 39 -



障害者福祉ガイド 2019年版 

 
 

二 精神障害者の社会復帰の実例に即して，精神障害者の

社会復帰の促進を図るための訓練及び指導等に関する

研究開発を行うこと。 

三 前号に掲げるもののほか，精神障害者の社会復帰の促

進に関する研究を行うこと。 

四 精神障害者の社会復帰の促進を図るため，第二号の規

定による研究開発の成果又は前号の規定による研究の

成果を，定期的に又は時宜に応じて提供すること。 

五 精神障害者の社会復帰の促進を図るための事業の業

務に関し，当該事業に従事する者及び当該事業に従事し

ようとする者に対して研修を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか，精神障害者の社会復帰を

促進するために必要な業務を行うこと。 

（センターへの協力） 

第51条の4 精神科病院その他の精神障害の医療を提供する

施設の設置者及び障害福祉サービス事業を行う者は，セン

ターの求めに応じ，センターが前条第二号及び第三号に掲

げる業務を行うために必要な限度において，センターに対

し，精神障害者の社会復帰の促進を図るための訓練及び指

導に関する情報又は資料その他の必要な情報又は資料で

厚生労働省令で定めるものを提供することができる。 

〔則〕第37条 法第51条の4の厚生労働省令で定める情報又

は資料は，次のとおりとする。 

一 精神障害者の社会復帰の促進を図るための相談並び

に訓練及び指導に関する情報又は資料 

二 前号に掲げる相談並びに訓練及び指導を受けた精神

障害者の性別，生年月日及び家族構成並びに状態像の経

過に関する情報又は資料（当該精神障害者を識別できる

ものを除く。） 

（特定情報管理規程） 

第51条の5 センターは，第51条の3第二号及び第三号に掲げ

る業務に係る情報及び資料（以下この条及び第51条の7に

おいて「特定情報」という。）の管理並びに使用に関する

規程（以下この条及び第51条の7において「特定情報管理

規程」という。）を作成し，厚生労働大臣の認可を受けな

ければならない。これを変更しようとするときも，同様と

する。 

２ 厚生労働大臣は，前項の認可をした特定情報管理規程が

特定情報の適正な管理又は使用を図る上で不適当となっ

たと認めるときは，センターに対し，当該特定情報管理規

程を変更すべきことを命ずることができる。 

３ 特定情報管理規程に記載すべき事項は，厚生労働省令で

定める。 

（秘密保持義務） 

第51条の6 センターの役員若しくは職員又はこれらの職に

あった者は，第51条の3第二号又は第三号に掲げる業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（解任命令） 

第51条の7 厚生労働大臣は，センターの役員又は職員が第

51条の5第1項の認可を受けた特定情報管理規程によらな

いで特定情報の管理若しくは使用を行ったとき，又は前条

の規定に違反したときは，センターに対し，当該役員又は

職員を解任すべきことを命ずることができる。 

（事業計画等） 

第51条の8 センターは，毎事業年度の事業計画書及び収支

予算書を作成し，当該事業年度の開始前に厚生労働大臣に

提出しなければならない。これを変更しようとするとき

も，同様とする。 

〔則〕第38条 センターは，法第51条の5第1項前段の規定に

より特定情報管理規程の認可を受けようとするときは，そ

の旨を記載した申請書に当該特定情報管理規程を添えて，

これを厚生労働大臣に提出しなければならない。 

２ センターは，法第51条の5後段の規定により特定情報管

理規程の変更の認可を受けようとするときは，次に掲げる

事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければ

ならない。 

一 変更しようとする事項 

二 変更の理由 

〔則〕第39条 法第51条の5第3項の規定により特定情報管理

規程に記載すべき事項は，次のとおりとする。 

一 特定情報（法第51条の5第1項に規定する特定情報をい

う。以下この条において同じ。）の適正な管理及び使用

に関する職員の意識の啓発及び教育に関する事項 

二 特定情報の適正な管理及び使用に係る事務を統括管

理する者に関する事項 

三 特定情報の記録された物の紛失，盗難及びき損を防止

するための措置に関する事項 

四 特定情報の使用及びその制限に関する事項 

五 特定情報の処理に関し電子計算機を用いる場合には，

当該電子計算機及び端末装置を設置する場所の入出場

の管理その他これらの施設への不正なアクセスを予防

するための措置に関する事項 

六 その他特定情報の適正な管理又は使用を図るための

必要な措置に関する事項 
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２ センターは，毎事業年度の事業報告書及び収支決算書を

作成し，当該事業年度経過後3月以内に厚生労働大臣に提

出しなければならない。 

（報告及び検査） 

第51条の9 厚生労働大臣は，第51条の3に規定する業務の適

正な運営を確保するために必要な限度において，センター

に対し，必要と認める事項の報告を求め，又は当該職員に，

その事務所に立ち入り，業務の状況若しくは帳簿書類その

他の物件を検査させることができる。 

２ 第19条の6の16第2項及び第3項の規定は，前項の規定に

よる立入検査について準用する。この場合において，同条

第2項中「前項」とあるのは「第51条の9第1項」と，同条

第3項中「第1項」とあるのは「第51条の9第1項」と読み替

えるものとする。 

（監督命令） 

第51条の10 厚生労働大臣は，この章の規定を施行するため

必要な限度において，センターに対し，第51条の3に規定

する業務に関し，監督上必要な命令をすることができる。 

（指定の取消し等） 

第51条の11 厚生労働大臣は，センターが次の各号のいずれ

かに該当するときは，第51条の2第1項の規定による指定を

取り消すことができる。 

一 第51条の3に規定する業務を適正かつ確実に実施する

ことができないと認められるとき。 

二 指定に関し不正な行為があったとき。 

三 この章の規定又は当該規定による命令若しくは処分

に違反したとき。 

２ 厚生労働大臣は，前項の規定により指定を取り消したと

きは，その旨を公示しなければならない。 

〔則〕第40条 法第51条の9第2項の規定において準用する法

第19条の6の16第2項の規定による当該職員の身分を示す

証票は，別記様式第四号によらなければならない。 

 

第8章 雑則 
（審判の請求） 

第51条の11の2 市町村長は，精神障害者につき，その福祉

を図るため特に必要があると認めるときは，民法（明治29

年法律第89号）第7条，第11条，第13条第2項，第15条第1

項，第17条第1項，第876条の4第1項又は第876条の9第1項

に規定する審判の請求をすることができる。 

（後見等を行う者の推薦等） 

第51条の11の3 市町村は，前条の規定による審判の請求の

円滑な実施に資するよう，民法に規定する後見，保佐及び

補助（以下この条において「後見等」という。）の業務を

適正に行うことができる人材の活用を図るため，後見等の

業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦

その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は，市町村と協力して後見等の業務を適正に行

うことができる人材の活用を図るため，前項に規定する措

置の実施に関し助言その他の援助を行うように努めなけ

ればならない。 

 

（大都市の特例） 〔令〕第13条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条
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第51条の12 この法律の規定中都道府県が処理することと

されている事務で政令で定めるものは，地方自治法（昭和

22年法律第67号）第252条の19第1項の指定都市（以下「指

定都市」という。）においては，政令の定めるところによ

り，指定都市が処理するものとする。この場合においては，

この法律の規定中都道府県に関する規定は，指定都市に関

する規定として指定都市に適用があるものとする。 

２ 前項の規定により指定都市の長がした処分（地方自治法

第2条第9項第一号に規定する第一号法定受託事務（以下

「第一号法定受託事務」という。）に係るものに限る。）

に係る審査請求についての都道府県知事の裁決に不服が

ある者は，厚生労働大臣に対し再審査請求をすることがで

きる。 

３ 指定都市の長が第1項の規定によりその処理することと

された事務のうち第一号法定受託事務に係る処分をする

権限をその補助機関である職員又はその管理に属する行

政機関の長に委任した場合において，委任を受けた職員又

は行政機関の長がその委任に基づいてした処分につき，地

方自治法第255条の2第2項の再審査請求の裁決があったと

きは，当該裁決に不服がある者は，同法第252条の17の4第

5項から第7項までの規定の例により，厚生労働大臣に対し

て再々審査請求をすることができる。 

の19第1項の指定都市（以下「指定都市」という。）にお

いて，法第51条の12第1項の規定により，指定都市が処理

する事務については，地方自治法施行令（昭和22年政令第

16号）第174条の36に定めるところによる。 

●付・大都市の特例〔→●頁〕 

地方自治法施行令第174条の36 

 

 

（事務の区分） 

第51条の13 この法律（第1章から第3章まで，第19条の2第4

項，第19条の7，第19条の8，第19条の9第1項，同条第2項

（第33条の8において準用する場合を含む。），第19条の

11，第29条の7，第30条第1項及び第31条，第33条の7第1項

及び第6項，第6章並びに第51条の11の3第2項を除く。）の

規定により都道府県が処理することとされている事務は，

第一号法定受託事務とする。 

２ この法律（第6章第2節を除く。）の規定により保健所を

設置する市又は特別区が処理することとされている事務

（保健所長に係るものに限る。）は，第一号法定受託事務

とする。 

３ 第33条第3項及び第34条第2項の規定により市町村が処

理することとされている事務は，第一号法定受託事務とす

る。 

〔令〕第14条 第2条の2，第2条の2の2，第2条の2の3第3項

及び第4項，第2条の2の4並びに第2条の2の5の規定により

都道府県が処理することとされている事務は，地方自治法

第2条第9項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

２ 第5条，第6条の2，第7条第2項から第5項まで，第8条，

第9条第3項，第10条第3項及び第10条の2第2項の規定によ

り市町村が処理することとされている事務は，地方自治法

第2条第9項第二号に規定する第二号法定受託事務とする。 

 

（権限の委任） 

第51条の14 この法律に規定する厚生労働大臣の権限は，厚

生労働省令で定めるところにより，地方厚生局長に委任す

ることができる。 

２ 前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は，厚

生労働省令で定めるところにより，地方厚生支局長に委任

することができる。 

（経過措置） 

第51条の15 この法律の規定に基づき命令を制定し，又は改

廃する場合においては，その命令で，その制定又は改廃に

伴い合理的に必要と判断される範囲内において，所要の経

過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることが

できる。 

〔令〕第15条 この政令に規定する厚生労働大臣の権限は，

厚生労働省令で定めるところにより，地方厚生局長に委任

することができる。 

２ 前項の規定により地方厚生局長に委任された権限は，厚

生労働省令で定めるところにより，地方厚生支局長に委任

することができる。 
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第8章●付・大都市の特例 

○地方自治法施行令 

第８章 大都市等に関する特例 

第１節 大都市に関する特例 

（精神保健及び精神障害者の福祉に関する事務） 

第174条の36 地方自治法第252条の19第1項の規定により，

指定都市が処理する精神保健及び精神障害者の福祉に関す

る事務は，精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和25年法律第123号）及び精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律施行令（昭和25年政令第155号）並びに発達障害者

支援法（平成16年法律第167号）の規定により，都道府県が

処理することとされている事務（精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律第19条の7の規定による精神科病院の設

置，同法第19条の11の規定による精神科救急医療の確保及

び同法第49条第3項の規定による技術的事項についての協

力等並びに発達障害者支援法第10条第2項の規定による就

労のための準備に係る措置に関する事務を除く。）とする。

この場合においては，第4項から第6項までにおいて特別の

定めがあるものを除き，精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律及び同令並びに発達障害者支援法中都道府県に関

する規定（前段括弧内に掲げる事務に係る規定を除く。）

は，指定都市に関する規定として指定都市に適用があるも

のとする。 

２ 前項の場合においては，指定都市は，条例で精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律第9条第1項に規定する地方

精神保健福祉審議会（以下この条において「地方精神保健

福祉審議会」という。）を置くことができ，又は精神医療

審査会を置くものとする。 

３ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第9条第2項の

規定は，前項の規定により指定都市に置かれる地方精神保

健福祉審議会に，同法第13条及び第14条並びに精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律施行令第2条の規定は，同項

の規定により指定都市に置かれる精神医療審査会にこれを

準用する。この場合においては，同法第9条第2項及び第13

条第1項中「都道府県知事」とあるのは，「指定都市の市長」

と読み替えるものとする。 

４ 第1項の場合においては，精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第29条の4第1項に規定する措置入院者について

同法第29条の5，第38条の2第1項，第38条の4及び第40条の

規定を適用するときは，これらの規定中「都道府県知事」

とあるのは，「その入院措置を採った都道府県知事又は指

定都市の市長」と読み替えるものとする。 

５ 第1項の場合においては，精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律施行令第5条，第6条の2，第8条第1項及び第3項，

第9条第3項，第10条第3項並びに第10条の2第2項並びに発達

障害者支援法第5条第5項の規定は，これを適用しない。 

６ 第1項の場合においては，精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律第19条の9第2項（同法第33条の8において準用す

る場合を含む。）及び第53条第1項中「地方精神保健福祉審

議会」とあるのは「指定都市に置かれる地方精神保健福祉

審議会」と，同法第38条の3，第38条の5及び第53条第1項中

「精神医療審査会」とあるのは「指定都市に置かれる精神

医療審査会」と，精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行令第7条第2項中「市町村長を経由して，都道府県知

事」とあるのは「指定都市の市長」と，同条第3項中「市町

村長」とあるのは「指定都市の市長」と，同条第4項中「他

の都道府県の区域に」とあるのは「指定都市の区域から当

該指定都市の区域外に，又は指定都市の区域外から指定都

市の区域に」と，「新居住地を管轄する市町村長を経由し

て」とあるのは「新居住地を管轄する市町村長を経由して

（新居住地が指定都市の区域にあるときは，直接）」と，

「都道府県知事」とあるのは「都道府県知事（新居住地が

指定都市の区域にあるときは，当該指定都市の市長）」と，

同条第5項中「都道府県知事は」とあるのは「都道府県知事

又は指定都市の市長は」と，「旧居住地の都道府県知事」

とあるのは「旧居住地の都道府県知事（旧居住地が指定都

市の区域にあったときは，当該指定都市の市長）」と，「新

居住地を管轄する市町村長を経由して」とあるのは「新居

住地を管轄する市町村長を経由して（新居住地が指定都市

の区域にあるときは，直接）」と，同令第8条第2項中「そ

の申請を受理した市町村長においてその者の」とあるのは

「その者の」と読み替えるものとする。 
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第9章 罰則 
第52条 次の各号のいずれかに該当する者は，3年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

一 第38条の3第4項の規定による命令に違反した者 

二 第38条の5第5項の規定による退院の命令に違反した者 

三 第38条の7第2項の規定による命令に違反した者 

四 第38条の7第4項の規定による命令に違反した者 

第53条 精神科病院の管理者，指定医，地方精神保健福祉審議会の委員，精神医療審査会の委員，第21条第4項，第33条第

4項若しくは第33条の7第2項の規定により診察を行った特定医師若しくは第47条第1項の規定により都道府県知事等が指

定した医師又はこれらの職にあった者が，この法律の規定に基づく職務の執行に関して知り得た人の秘密を正当な理由

がなく漏らしたときは，1年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

２ 精神科病院の職員又はその職にあった者が，この法律の規定に基づく精神科病院の管理者の職務の執行を補助するに

際して知り得た人の秘密を正当な理由がなく漏らしたときも，前項と同様とする。 

第53条の2 第51条の6の規定に違反した者は，1年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

第54条 次の各号のいずれかに該当する者は，6月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

一 第19条の6の13の規定による停止の命令に違反した者 

二 虚偽の事実を記載して第22条第1項の申請をした者 

第55条 次の各号のいずれかに該当する者は，30万円以下の罰金に処する。 

一 第19条の6の16第1項の規定による報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，又は同項の規定による検査を拒み，妨げ，

若しくは忌避した者 

二 第27条第1項又は第2項の規定による診察を拒み，妨げ，若しくは忌避した者又は同条第4項の規定による立入りを拒

み，若しくは妨げた者 

三 第29条の2第1項の規定による診察を拒み，妨げ，若しくは忌避した者又は同条第4項において準用する第27条第4項

の規定による立入りを拒み，若しくは妨げた者 

四 第38条の3第3項（同条第6項において準用する場合を含む。以下この号において同じ。）の規定による報告若しくは

提出をせず，若しくは虚偽の報告をし，同条第3項の規定による診察を妨げ，又は同項の規定による出頭をせず，若し

くは同項の規定による審問に対して，正当な理由がなく答弁せず，若しくは虚偽の答弁をした者 

五 第38条の5第4項の規定による報告若しくは提出をせず，若しくは虚偽の報告をし，同項の規定による診察を妨げ，

又は同項の規定による出頭をせず，若しくは同項の規定による審問に対して，正当な理由がなく答弁せず，若しくは

虚偽の答弁をした者 

六 第38条の6第1項の規定による報告若しくは提出若しくは提示をせず，若しくは虚偽の報告をし，同項の規定による

検査若しくは診察を拒み，妨げ，若しくは忌避し，又は同項の規定による質問に対して，正当な理由がなく答弁せず，

若しくは虚偽の答弁をした者 

七 第38条の6第2項の規定による報告若しくは提出若しくは提示をせず，又は虚偽の報告をした精神科病院の管理者 

八 第51条の9第1項の規定による報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，又は同項の規定による検査を拒み，妨げ，若

しくは忌避した者 

第56条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法人又は人の業務に関して第52条，第54

条第一号又は前条の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。 

第57条 次の各号のいずれかに該当する者は，10万円以下の過料に処する。 

一 第19条の4の2（第21条第5項，第33条第5項及び第33条の7第3項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第19条の6の9の規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者 

三 第19条の6の10第1項の規定に違反して財務諸表等を備えて置かず，財務諸表等に記載すべき事項を記載せず，若し

くは虚偽の記載をし，又は正当な理由がないのに同条第2項各号の規定による請求を拒んだ者 

四 第19条の6の14の規定に違反して同条に規定する事項の記載をせず，若しくは虚偽の記載をし，又は帳簿を保存しな

かった者 

五 第21条第7項の規定に違反した者 

六 正当な理由がなく，第31条第2項の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者 

七 第33条第7項の規定に違反した者 

八 第33条の7第5項の規定に違反した者 

九 第38条の2第1項又は同条第2項において準用する同条第1項の規定に違反した者 
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附 則 
（施行期日） 

１ この法律は，公布の日から施行する。 

（精神病者監護法及び精神病院法の廃止） 

２ 精神病者監護法（明治33年法律第38号）及び精神病院法

（大正8年法律第25号）は廃止する。但し，この法律施行

前にした行為に対する罰則の適用については，なお従前の

例による。 

 

別表（第19条の6の4関係） 
 

科目 教授する者 第18条第1項第四

号に規定する研修

の課程の時間数 

第19条第1項に

規定する研修の

課程の時間数 

精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律及び障害者の日

常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律並びに

精神保健福祉行政概論 

この法律及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律並びに精神保健福祉行政に関し学識経験を有する

者であること。 

8時間 3時間 

精神障害者の医療に関する法

令及び実務 

精神障害者の医療に関し学識経験を有する者として精神医療審

査会の委員に任命されている者若しくはその職にあった者又は

これらの者と同等以上の学識経験を有する者であること。 

精神障害者の人権に関する法

令 

法律に関し学識経験を有する者として精神医療審査会の委員に

任命されている者若しくはその職にあった者又はこれらの者と

同等以上の学識経験を有する者であること。 

精神医学 学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学において精神医

学の教授若しくは准教授の職にある者若しくはこれらの職にあ

った者又はこれらの者と同等以上の学識経験を有する者である

こと。 

4時間  

精神障害者の社会復帰及び精

神障害者福祉 

精神障害者の社会復帰及び精神障害者福祉に関し学識経験を有

する者であること。 

2時間 1時間 

精神障害者の医療に関する事

例研究 

次に掲げる者が共同して教授すること。 

一 指定医として10年以上精神障害の診断又は治療に従事した

経験を有する者 

二 法律に関し学識経験を有する者として精神医療審査会の委

員に任命されている者若しくはその職にあった者又はこれら

の者と同等以上の学識経験を有する者 

三 この法律及び精神保健福祉行政に関し学識経験を有する者 

4時間 3時間 

備考 第一欄に掲げる精神障害者の医療に関する事例研究は，最新の事例を用いて教授すること。 
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前文 

 精神疾患を発症して精神障害者となると，通院，入院又

は退院後に地域生活を行う場面等様々な状況に応じて，精

神障害者本人の精神疾患の状態や本人の置かれている状況

が変化することとなるが，どのような場面においても，精

神障害者が精神疾患の悪化や再発を予防しながら，地域社

会の一員として安心して生活することができるようにする

ことが重要である。 

 そのような重要性に鑑み，精神障害者の社会復帰及び自

立並びに社会経済活動への参加を促進し，精神障害者が社

会貢献できるよう，精神障害者の障害の特性その他の心身

の状態に応じた良質かつ適切な精神障害者に対する医療の

提供を確保することが必要である。 

 これを踏まえ，本指針においては，入院医療中心の精神

医療から精神障害者の地域生活を支えるための精神医療へ

の改革の実現に向け，精神障害者に対する保健・医療・福

祉に携わる全ての関係者（国，地方公共団体，精神障害者

本人及びその家族，医療機関，保健医療サービス及び福祉

サービスの従事者その他の精神障害者を支援する者をい

う。）が目指すべき方向性を定める。 

 本指針は，次に掲げる事項を基本的な考え方とする。 

① 精神医療においても，インフォームドコンセント（医

師等が医療を提供するに当たり適切な説明を行い，患

者が理解し同意することをいう。以下同じ。）の理念に

基づき，精神障害者本位の医療を実現していくことが

重要であり，精神障害者に対する適切な医療及び保護

の確保の観点から，精神障害者本人の同意なく入院が

行われる場合においても，精神障害者の人権に最大限

配慮した医療を提供すること。 

② 精神疾患の発生を予防し，発症した場合であっても

早期に適切な医療を受けられるよう，精神疾患に関す

る知識の普及啓発や精神医療の体制の整備を図るとと

もに，精神障害者が地域の一員として安心して生活で

きるよう精神疾患に対する理解の促進を図ること。 

③ 精神障害者同士の支え合い等を行うピアサポートを

促進するとともに，精神障害者を身近で支える家族を

支援することにより，精神障害者及びその家族が，そ

れぞれ自立した関係を構築することを促し，社会から

の孤立を防止するための取組を推進すること。 

 国及び地方公共団体は，相互に連携を図りながら，必要

な人材の確保と質の向上を推進するとともに，本指針の方

向性を実現するため，必要な財源の確保を図る等の環境整

備に努め，医療機関，保健医療サービス及び福祉サービス

の従事者その他の精神障害者を支援する者は，本指針に沿

った精神医療の提供を目指す。 

第一 精神病床の機能分化に関する事項 

一 基本的な方向性 

１ 精神医療のニーズの高まりに対応し，入院医療の質

の向上を図るため，世界的な潮流も踏まえつつ，我が

国の状況に応じて，精神障害者の精神疾患の状態や特

性に応じた精神病床（病院の病床のうち，精神疾患を

有する者を入院させるためのものをいう。以下同じ。）

の機能分化を進める。 

２ 精神病床の機能分化に当たっては，精神障害者の退

院後の地域生活支援を強化するため，外来医療等の入

院外医療や，医師，看護職員，精神保健福祉士，作業

療法士等の多職種による訪問支援その他の保健医療

サービス及び福祉サービスの充実を推進する。 

３ 精神病床の機能分化は段階的に行い，精神医療に係

る人材及び財源を効率的に配分するとともに，精神障

害者の地域移行を更に進める。その結果として，精神

病床は減少する。また，こうした方向性を更に進める

ため，地域の受け皿づくりの在り方や病床を転換する

ことの可否を含む具体的な方策の在り方について，精

神障害者の意向を踏まえつつ，保健・医療・福祉に携

わる様々な関係者で検討する。 

二 入院医療から地域生活への移行の推進 

１ 精神病床の機能分化に当たっては，それぞれの病床

の機能に応じて，精神障害者が早期に退院するための

体制を確保し，精神障害者の状況に応じた医師，看護

職員，精神保健福祉士，作業療法士等の多職種のチー

ムによる質の高い医療を提供すること等により精神

障害者の退院の促進に取り組む。 

２ 病院内で精神障害者の退院支援に関わる者は，精神

障害者に必要な情報を提供した上で，精神障害者本人

の希望等も踏まえながら，できる限り早い段階から地

域の相談支援専門員（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相

談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24

年厚生労働省令第 27 号）第 3 条第 2 項に規定する相

談支援専門員及び障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年

厚生労働省令第 28 号）第 3 条第 1 項に規定する相談

支援専門員をいう。以下同じ。）や介護支援専門員（介

護保険法（平成 9年法律第 123 号）第 7条第 5項に規

定する介護支援専門員をいう。）等と連携しつつ，精

神障害者に対する働きかけを行うとともに，精神障害

者が地域で生活するための必要な環境整備を推進す

る。 

３ 退院後の生活環境の整備状況等を踏まえつつ，入院

良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供

を確保するための指針 
（平成 26 年 3月 7日厚生労働省告示第 65 号） 

（最終改正；平成 30 年 3月 22 日厚生労働省告示第 81 号） 
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前に診療を行っていた地域の医療機関等とも連携し，

精神障害者に対する入院医療の継続の必要性につい

て，随時検討する体制を整備する。 

三 急性期の精神障害者に対して医療を提供するための

体制の確保等 

１ 新たに入院する急性期の精神障害者が早期に退院

できるよう，手厚く密度の高い医療を提供するための

体制を確保する。 

２ 当該体制の確保のため，急性期の精神障害者を対象

とする精神病床においては，医師及び看護職員の配置

を一般病床と同等とすることを目指し，精神障害者の

状況に応じた医師，看護職員，精神保健福祉士，作業

療法士等の多職種のチームによる質の高い医療を提

供し，退院支援等の取組を推進する。 

３ 救急の外来で受診し，入院した急性期の精神障害者

に対して適切な医療を提供できる体制の確保を推進

する。 

四 入院期間が1年未満の精神障害者に対する医療を提供

するための体制の確保 

１ 入院期間が長期化した場合，精神障害者の社会復帰

が難しくなる傾向があることを踏まえ，入院期間が 1

年未満で退院できるよう，精神障害者の退院に向けた

取組を行いつつ，必要な医療を提供するための体制を

確保する。 

２ 当該体制の確保のため，入院期間が 1年未満の精神

障害者に対して医療を提供する場合においては，当該

精神障害者の状況に応じた医師，看護職員，精神保健

福祉士，作業療法士等の多職種のチームによる質の高

い医療を提供し，退院支援等の取組を推進する。 

五 重度かつ慢性の症状を有する精神障害者に対して医

療を提供するための体制の確保 

 重度かつ慢性の症状を有する精神障害者について，そ

の症状に関する十分な調査研究を行い，当該調査研究の

結果を踏まえて，当該精神障害者の特性に応じた医療を

提供するための機能を確保する。 

六 重度かつ慢性の症状を有する精神障害者以外の，入院

期間が1年以上の長期入院精神障害者に対する医療を提

供するための体制の確保等 

１ 重度かつ慢性の症状を有する精神障害者以外の精

神障害者であって，本指針の適用日時点で 1年以上の

長期入院をしているものについては，退院支援や生活

支援等を通じて地域移行を推進し，併せて，当該長期

入院精神障害者の状態に合わせた医療を提供するた

めの体制を確保する。 

２ 当該体制の確保のため，重度かつ慢性の症状を有す

る精神障害者以外の精神障害者であって，本指針の適

用日時点で 1年以上の長期入院をしているものに対し

て医療を提供する場合においては，医師，看護職員，

精神保健福祉士，作業療法士等の多職種による退院支

援等の退院の促進に向けた取組を推進する。 

３ 当該長期入院をしている者に対しては，原則として

行動の制限は行わないこととし，精神科病院内での面

会や外出支援等の支援を通じて，障害福祉サービスを

行う事業者等の外部の支援者との関係を作りやすい

環境や，社会とのつながりを深められるような開放的

な環境を整備すること等により，地域生活に近い療養

環境の整備を推進する。 

七 身体疾患を合併する精神障害者に対する医療を提供

するための体制の確保 

１ 身体疾患を合併する精神障害者については，身体疾

患を優先して治療すべき場合や一般病床に入院して

いるときに精神症状を呈した場合等において，精神科

以外の診療科と精神科リエゾンチーム（精神科医，専

門性の高い看護師，薬剤師，作業療法士，精神保健福

祉士，臨床心理技術者等の多職種からなるチームをい

う。）等との連携を図りつつ，身体疾患を一般病床で

治療することのできる体制を確保する。 

２ 総合病院における精神科の機能の確保及び充実を

図りつつ，精神病床においても身体合併症に適切に対

応できる体制を確保する。 

第二 精神障害者の居宅等における保健

医療サービス及び福祉サービスの提供

に関する事項 
一 基本的な方向性 

 精神障害者の地域生活への移行を促進するとともに，

精神障害者が地域で安心して生活し続けることができる

よう，地域における居住環境及び生活環境の一層の整備

や精神障害者の主体性に応じた社会参加を促進するため

の支援を行い，入院医療のみに頼らず精神障害者が地域

で生活しながら医療を受けられるよう，精神障害者の急

性増悪等への対応や外来医療の充実等を推進することに

より，精神障害者の精神疾患の状態やその家族の状況に

応じていつでも必要な保健医療サービス及び福祉サービ

スを提供できる体制を確保する。 

二 外来・デイケア等を利用する精神障害者に対する医療

の在り方 

１ 精神障害者が，外来・デイケア等で適切な医療を受

けながら地域で生活できるよう，病院及び診療所にお

ける外来医療の提供体制の整備・充実及び地域におけ

る医療機関間の連携を推進する。 

２ 精神障害者が地域で安心して生活し続けることが

できるよう，生活能力等の向上に向けた専門的かつ効

果的なリハビリテーションを外来・デイケア等で行う

ことができる体制の確保を推進する。 

三 居宅等における医療サービスの在り方 

１ アウトリーチ 

ア 病院及び診療所において，アウトリーチ（医師，

看護職員，精神保健福祉士，作業療法士等の多職種

のチームによる訪問支援をいう。以下同じ。）を行う

ことのできる体制を整備し，受療が必要であるにも

かかわらず治療を中断している者（以下「受療中断

者」という。），長期間入院した後に退院したが，病

状が不安定である者等が地域で生活するために必要

な医療へのアクセスを確保する。 

２ 訪問診療・訪問看護 
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ア 精神障害者の地域生活を支えるため，通院が困難

な精神障害者等に対する往診や訪問診療の充実を推

進する。 

イ 精神科訪問看護による地域生活支援を強化するた

め，病院，診療所及び訪問看護ステーションにおい

ては，看護職員，精神保健福祉士等の多職種による

連携を図るとともに，その他の保健医療サービス及

び福祉サービスを担う職種の者との連携を図る。 

四 精神科救急医療体制の整備 

１ 24 時間 365 日対応できる医療体制の確保 

ア 都道府県は，在宅の精神障害者の急性増悪等に対

応できるよう，精神科病院と地域の精神科診療所と

の役割分担の下，地域の特性を活かしつつ，患者に

24時間365日対応できる精神科救急医療のシステム

の整備や精神医療に関する相談窓口の設置等の医療

へアクセスするための体制の整備を推進する。 

イ 地域の特性を活かしつつ，精神科診療所間又は精

神科救急医療を行う病院間の輪番等に協力すること

により夜間・休日における救急診療を行う等，精神

科診療所の医師が救急医療に参画できる体制の整備

を推進する。 

２ 身体疾患を合併する精神障害者の受入体制の確保 

ア 身体疾患を合併する精神障害者に係る救急の対応

については，当該精神障害者の身体疾患及び精神疾

患の状態を評価した上で，両疾患のうち優先して治

療すべき疾患に対応できる救急医療機関が患者を受

け入れるとともに，身体疾患の治療を優先した場合

には，精神科の医療機関が当該患者に係る精神疾患

の治療の後方支援を行い，精神疾患の治療を優先し

た場合は，身体疾患の治療を行うことができる医療

機関が当該患者に係る精神疾患の治療の後方支援を

行う体制を構築する。 

イ 都道府県は，精神科救急医療機関と他の医療機関

の連携が円滑に行われるよう，両機関の関係者が参

加する協議会の開催等の取組を推進する。 

ウ 都道府県は，身体疾患を合併する精神障害者に対

応するため，精神医療に関する相談窓口や精神科救

急医療に関する情報センターの整備等に加え，医療

機関が当該患者を速やかに受け入れられるよう，身

体疾患を合併する精神障害者の受入体制を確保する。 

エ 精神科及び身体疾患に対応する内科等の診療科の

両方を有する医療機関においても，身体疾患を合併

する精神障害者に対応できる体制の充実を図る。 

３ 評価指標の導入 

 精神科救急医療機関は，他の医療機関との相互評価

等を行い，提供する医療の質の向上を推進する。 

五 他の診療科の医療機関との連携 

１ 精神科外来等において身体疾患に対する医療提供

の必要性が認められた場合は，精神科の医療機関と他

の診療科の医療機関の連携が円滑に行われるよう，両

機関の関係者が参加する協議会の開催等の取組を推

進する。 

２ 鬱病等の気分障害の患者，認知症の患者等は，内科

医等のかかりつけ医が最初に診療する場合もあるこ

とから，鬱病等の気分障害の患者，認知症の患者等の

早期発見・治療のため，かかりつけ医の診療技術等の

向上に努め，また，かかりつけ医と精神科の医療機関

の連携を強化する。 

六 保健サービスの提供 

 保健所や精神保健福祉センター等における相談支援及

び訪問支援を通して，地域の病院及び診療所が連携・協

力しつつ，精神障害者が早期に必要な医療に適切にアク

セスできる体制の整備を推進するとともに，関係機関の

連携を進める。 

七 福祉サービスの提供等 

１ 精神障害者が地域で福祉サービスを受けながら適

切な医療を受けることができるよう，医療機関及び障

害福祉サービス事業を行う者，介護サービス事業を行

う者等の連携を進める。 

２ 地域移行・地域定着支援サービス（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）

第 5 条第 20 項に規定する地域移行支援及び同条第 21

項に規定する地域定着支援をいう。）の充実を図るた

め，市町村が単独又は共同して設置する協議会（障害

者総合支援法第 89 条の 3第 1項の協議会をいう。）に

おける地域の関係機関等の連携及び支援体制の整備

に関する機能を強化するとともに，市町村における基

幹相談支援センター（障害者総合支援法第 77 条の 2

第 1 項の基幹相談支援センターをいう。）の整備を目

指す。 

３ 精神障害者が地域で生活するために必要なグルー

プホーム（障害者総合支援法第 5 条第 17 項に規定す

る共同生活援助を行う住居をいう。）や賃貸住宅等の

居住の場の確保・充実，家賃債務等保証（家賃や原状

回復等に係る債務保証の仕組みをいう。）の活用等の

居住支援に関する施策を推進する。 

４ 精神障害者の精神疾患の状態やその家族の状況等

に応じ，短期入所（障害者総合支援法第 5条第 7項に

規定する短期入所をいう。）による宿泊等の支援が受

けられる体制の整備を推進する。 

５ その他地域での相談支援，就労支援を含む日中活動

支援，居住支援，ホームヘルパーの派遣等による訪問

支援等の様々なサービスを地域において提供できる

支援体制の整備を推進する。 

第三 精神障害者に対する医療の提供に

当たっての医師，看護師その他の医療従

事者と精神保健福祉士その他の精神障

害者の保健及び福祉に関する専門的知

識を有する者との連携に関する事項 
一 基本的な方向性 

１ 精神障害者に対する医療の提供，地域移行のための

退院支援及び地域で生活するための生活支援におい

ては，医師，看護職員，精神保健福祉士，作業療法士
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等の多職種のチームにより行うことが重要であり，当

該多職種のチームで連携して医療を提供できる体制

を確保する。 

２ 精神障害者本人のための支援を行えるよう，医師，

看護職員，精神保健福祉士，作業療法士等の多職種間

の連携や関係機関の連携に当たっては，個人情報の保

護に十分に配慮しつつ，本人の意向を踏まえた支援を

行う。 

二 精神障害者に対する入院医療における医師，看護職員，

精神保健福祉士，作業療法士等の多職種の連携の在り方 

１ 精神障害者に対する入院医療においては，精神障害

者に対する医療の質の向上のため，医師，看護職員，

精神保健福祉士，作業療法士等の多職種の適切な連携

を確保し，当該多職種のチームによる医療を提供する。 

２ 精神障害者の退院支援等における医師，看護職員，

精神保健福祉士，作業療法士等の多職種の連携に当た

っては，精神障害者及びその家族の支援や医療機関及

び関係機関の連携を推進する。 

３ 入院早期から退院に向けた取組が行えるよう，早期

退院を目指した取組を推進する。 

三 地域で生活する精神障害者に対する医療における医

師，看護職員，精神保健福祉士，作業療法士等の多職種

の連携の在り方 

１ 精神科の医療機関での外来・デイケア等においては，

医師，看護職員，精神保健福祉士，作業療法士，薬剤

師，臨床心理技術者等の多職種が連携し，精神障害者

の精神疾患の状態に応じた医療を提供するとともに，

必要な支援を行えるような体制の整備を推進する。 

２ アウトリーチにおいては，受療中断者等に対し，医

師，看護職員，作業療法士，精神保健福祉士，薬剤師，

臨床心理技術者等の医療従事者を中心としつつ，必要

に応じて，保健所及び市町村保健センターの保健師及

び精神保健福祉相談員（精神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号。以下「法」

という。）第 48 条に規定する精神保健福祉相談員をい

う。）並びに相談支援専門員等の多職種が連携し，必

要な医療を確保する。 

四 人材の養成と確保 

１ 精神障害者に対する質の高い医療の提供，精神障害

者の退院の促進及び地域生活支援のため，精神障害者

に対して保健医療サービス及び福祉サービスを提供

するチームを構成する専門職種その他の精神障害者

を支援する人材の育成と質の向上を推進する。 

２ ピアサポーターは，精神障害者やその家族の気持ち

を理解し支える支援者であることを踏まえ，ピアサポ

ーターが適切に支援を行えるよう，必要な研修等の取

組を推進する。 

３ 医療従事者が多様な精神疾患に関する一定の知識

及び技術を持つことができるよう，医療機関において

各専門職が精神科での研修を受けることを推進する

等，精神疾患に関する正しい知識及び技術の普及啓発

を推進する。 

４ 精神保健指定医（法第 18 条第 1 項に規定する精神

保健指定医をいう。以下同じ。）が行う業務に関する

ニーズの増大や多様化等を踏まえ，精神保健指定医の

人材の確保及び効率的な活用並びに質の向上を推進

する。 

第四 その他良質かつ適切な精神障害者

に対する医療の提供の確保に関する重

要事項 
一 関係行政機関等の役割 

１ 都道府県 

ア 都道府県は，医療計画（医療法（昭和 23 年法律第

205 号）第 30 条の 4第 1 項に規定する医療計画をい

う。七において同じ。），障害福祉計画（障害者総合

支援法第88条第1項に規定する市町村福祉計画及び

同法第89条第1項に規定する都道府県障害福祉計画

をいう。七において同じ。），介護保険事業計画（介

護保険法（平成 9年法律第 123 号）第 117 条第 1項

に規定する市町村介護保険事業計画及び同法第 118

条第 1項に規定する都道府県介護保険事業支援計画

をいう。七において同じ。）等を踏まえながら，必要

な医療を提供できる体制を確保する。 

イ 都道府県は，市町村と協力しつつ一次予防の観点

から心の健康づくりを推進し，精神疾患の予防に努

める。 

ウ 都道府県は，特に重い精神疾患を有する精神障害

者については，必要に応じて法第 34 条第 1項の規定

による移送を行い，法第 33 条第 1項に基づき医療保

護入院を行うことを検討し，当該入院のための調整

を行う等，関係機関と連携して，精神障害者に対し

て適切な医療を提供する。 

エ 都道府県は，措置入院者（法第 29 条第 1項の規定

により入院した者をいう。）の入院初期から積極的に

支援に関与し，医療機関や障害福祉サービスの事業

者等と協力して，措置入院者の退院に向けた支援の

調整を行う。 

２ 市町村 

 市町村は，その実情に応じて，都道府県及び保健所

と協力しながら，心の健康づくりや精神保健に関する

相談への対応に努める。また，障害福祉サービスや介

護サービスの必要な提供体制を確保するとともに，地

域包括支援センターで高齢者の相談に対応すること等

によりこれらのサービスの利用に関する相談に対応す

る。 

３ 保健所 

ア 保健所は，市町村と協力しつつ一次予防の観点か

ら心の健康づくりを推進し，精神疾患の予防に努め

る。 

イ 保健所は，保健師や精神保健福祉相談員等の職員

等による相談支援や訪問支援等を通じ，精神障害者

（その疑いのある未診断の者を含む。）やその家族等

に対して治療の必要性を説明し，精神疾患に関する

知識の普及を図ることにより，早期に適切な治療に

つなげることを目指す。 
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ウ 保健所は，精神障害者が適切な医療を受け，安心

して地域生活を送ることができるよう，医療機関等

と連携して，精神障害者の急性増悪や精神疾患の再

発に迅速かつ適切に対応するための体制の整備に努

める。 

エ 保健所は，特に重い精神疾患を有する精神障害者

については，必要に応じて法第 34 条第 1項の規定に

よる移送を行い，法第 33 条第 1項に基づき医療保護

入院を行うことを検討し，当該入院のための調整を

行う等，関係機関と連携して，精神障害者に対して

適切な医療を提供する。 

オ 措置入院者（法第 29 条第 1項の規定により入院し

た者をいう。）の入院初期から積極的に支援に関与し，

医療機関や障害福祉サービスの事業者等と協力して，

措置入院者の退院に向けた支援の調整を行う。 

カ 精神障害者が適切な医療を継続的に受けることが

できるよう，精神障害者及びその家族に対する相談

支援，精神障害者に対する訪問支援並びに関係機関

との調整等，保健所の有する機能を最大限有効に活

用するための方策を，市町村等の他の関係機関の在

り方も含めて様々な関係者で検討し，当該検討に基

づく方策を推進する。 

４ 精神保健福祉センター 

ア 精神保健福祉センターは，精神保健の向上及び精

神障害者の福祉の増進を図るための総合的な対策を

行う機関として，自殺対策，災害時のこころのケア

活動等メンタルヘルスの課題に対する取組に関して

地域における推進役となるとともに，関係機関への

技術指導及び援助，研修の実施等による人材育成，

専門的な相談支援並びに保健所と協力した訪問支援

等を行う。 

イ 精神疾患の患者像の多様化に伴い，アルコール・

薬物の依存症や発達障害等に関する専門的な相談支

援及び精神障害者の家族に対する支援に対応できる

よう，相談員の質の向上や体制の整備を推進する。 

５ 精神医療審査会 

 精神医療審査会（法第 12 条に規定する精神医療審査

会をいう。）は，精神障害者の人権に配慮しつつ，その

適正な医療及び保護を行うため，専門的かつ独立的な

機関として，精神科病院に入院している精神障害者の

処遇等について適切な審査を行うことを推進する。 

二 人権に配慮した精神医療の提供 

１ 精神障害者の医療及び保護の観点から，本人の同意

なく入院が行われる場合でも，行動の制限は最小限の

範囲とし，併せて，インフォームドコンセントに努め

る等，精神障害者の人権擁護に関する障害者の権利に

関する条約（平成 26 年条約第 1 号）その他の国際的

な取決め並びに精神障害者の意思決定及び意思表明

の支援に係る検討も踏まえつつ，精神障害者の人権に

最大限配慮して，その心身の状態に応じた医療を確保

する。 

２ 精神保健指定医については，医療保護入院に係る診

断等において，精神障害者の人権に配慮した判断を行

うものであるが，精神医療における急性期医療のニー

ズの増加に伴い，病院における精神保健指定医の数が

不足していること等を踏まえ，診療所の精神保健指定

医が積極的に精神保健指定医としての業務を行う体

制の整備を推進する。 

三 多様な精神疾患・患者像への医療の提供 

１ 児童・思春期精神疾患 

 子どもに対する心の診療（発達障害に係る診療を含

む。）に対応できる体制を確保する観点から，都道府県

の拠点病院を中心とした診療ネットワークの整備等を

推進する。また，児童・思春期精神疾患に関する医療

を担う人材の確保を図る。 

２ 老年期精神障害等 

ア 認知症（若年性認知症を含む。以下同じ。）をはじ

めとする老年期精神障害等については，生活能力が

低下しやすい，服薬による副作用が生じやすい等の

高齢者の特性等を考慮しつつ，介護サービスとも連

携しながら，精神障害者本人の意思が尊重され，で

きる限り住み慣れた地域で生活し続けられるよう支

援を行う。 

イ 認知症による行動及び心理症状の治療のために入

院が必要な場合でも，できる限り早期に退院できる

よう，必要な体制の整備を推進し，適切な療養環境

の確保を図る。 

ウ 認知症については，まずは，早期診断・早期対応

が重要であることから，鑑別診断や専門医療相談等

を行うことができる医療機関（認知症疾患医療セン

ター等）を整備する。 

３ 自殺対策 

ア 鬱病等の精神疾患は自殺の主な要因の一つである

ことから，その多様な類型に留意しつつ，自殺予防

の観点からの精神医療の質の向上を図る。 

イ 自殺未遂者や自殺者の遺族に対しては十分なケア

を行うことが求められることから，保健所，精神保

健福祉センター等での相談支援，自助グループによ

る相互支援等の適切な支援につなげるとともに，自

殺予防の観点から，精神科救急医療機関及び他の医

療機関間における連携を図る。 

ウ 医師，薬剤師等の連携の下，過量服薬の防止を図

るとともに，自殺のリスクが疑われる者に対しては，

必要な受診勧奨を行う等適切な医療へのアクセスの

向上の取組を推進する。 

４ 依存症 

 アルコール，薬物等による依存症患者については，

自助グループにおける取組の促進や家族への支援等を

通して支援を行うとともに，依存症の治療を行う医療

機関が少ないことから，依存症の治療拠点となる医療

機関の整備，重度依存症入院患者に対する医療提供体

制の確保等，適切な依存症の治療を行うことができる

体制の整備を推進する。 

５ てんかん 

ア てんかん患者は，適切な診断，手術や服薬等の治

療によって症状を抑えることができる又は治癒する
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場合もあり，社会で活動しながら生活することがで

きる場合も多いことから，てんかん患者が適切な服

薬等を行うことができるよう，てんかんに関する正

しい知識や理解の普及啓発を推進する。 

イ てんかんの診療を行うことができる医療機関間の

連携を図るため，専門的な診療を行うことができる

体制を整備し，てんかんの診療ネットワークを整備

する。 

６ 高次脳機能障害 

 高次脳機能障害の患者に対する支援の在り方は様々

であることから，支援拠点機関において専門的な相談

支援を行うとともに，高次脳機能障害の支援に関する

普及啓発を推進する。 

７ 摂食障害 

ア 摂食障害は，適切な治療と支援によって回復が可

能な疾患である一方，専門とする医療機関が少ない

ことから，摂食障害の患者に対する治療や支援方法

の確立を行うための体制を整備する。 

イ 摂食障害の特性として極度の脱水症状等の身体合

併症状があり，生命の危険を伴う場合があることか

ら，摂食障害の患者に対して身体合併症の治療や栄

養管理等を行いながら精神医療を提供できる体制の

整備を推進する。 

８ その他必要な医療 

ア 災害医療 

(一) 平時から情報連携体制の構築に努め，災害発

生時には早期に被災地域で精神医療及び精神保健

に関する活動による支援を効率的に行える体制を

確保する。 

(二) 大規模災害が発生した場合には，被災の状況

に応じて中長期的に被災者の精神的な治療や心理

的ケアを行うための体制を整備する。 

イ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に

対する医療 

 指定医療機関（心神喪失等の状態で重大な他害行

為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成

15 年法律第 110 号）第 2条第 3項に規定する指定医

療機関をいう。）における心神喪失等の状態で重大な

他害行為を行った者に対する医療が，最新の司法精

神医学の知見を踏まえた専門的なものとなるよう，

個人情報の保護に配慮しつつ，その運用の実態を公

開及び検証し，その水準の向上を推進する。また，

当該医療を担う人材の育成及び確保を図る。 

四 精神医療の診療方法の標準化 

１ 精神疾患の特性を踏まえ，多様な疾患や患者像に対

応するためのガイドラインの整備等を通じて，精神医

療の診療方法の標準化を図る。 

２ 向精神薬は依存症状を生じやすく，過量服薬が行わ

れやすいことを踏まえ，適正な向精神薬の処方の在り

方を確立する。 

３ 認知行動療法等の薬物療法以外の治療法の普及を

図る。 

４ 難治性患者に対して，適切な診断の下，地域の医療

機関と連携しつつ，高度な医療を提供する等先進的な

医療の普及を進める。 

五 心の健康づくりの推進及び知識の普及啓発 

１ 社会生活環境の変化等に伴う国民の精神的ストレ

スの増大に鑑み，精神疾患の予防を図るため，国民の

健康の保持増進等の健康づくりの一環として，心の健

康づくりのための取組を推進する。 

２ 精神疾患の早期発見・治療を促進し，また，精神障

害者が必要な保健医療サービス及び福祉サービスの

提供を受け，その疾患について周囲の理解を得ながら

地域の一員として安心して生活することができるよ

う，学校，企業及び地域社会と連携しながら精神保健

医療福祉に関する知識の普及啓発を推進する。 

六 精神医療に関する研究の推進 

１ 精神疾患の治療に有効な薬剤の開発の推進を図る

とともに，薬物治療以外の治療法の研究を推進する。 

２ 脳科学，ゲノム科学，情報科学等の進歩を踏まえ，

精神疾患の病態の解明，バイオマーカー（生体内の生

物学的変化を主に定量的に把握するための指標をい

う。）の確立を含む早期診断及び予防の方法並びに革

新的な治療法の開発に向けた研究等を推進する。 

七 他の指針等との関係の整理 

 この指針に基づく具体的な施策を実施するに当たって

は，医療計画，障害福祉計画，介護保険事業計画その他

の分野の計画等に配慮することとする。 

八 推進体制 

１ 本指針で示す方向性に従い，国は，関係者の協力を

得ながら，各種施策を講じていくこととする。 

２ 本指針は，公表後 5年を目途として必要な見直しを

行うこととする。 
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